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芝浦港南地区総合支所管理課 

 

議案第１０６号 指定管理者の指定について 

（港区立芝浦アイランドこども園） 

 

１ 施設名称等 

施 設 名 称 所 在 地 

港区立芝浦アイ ラ ンド こ ども 園 東京都港区芝浦四丁目２ ０ 番１ 号 

 

２ 事業者選定の経過 

  港区立芝浦アイ ラ ン ド こ ども 園指定管理者候補者選考委員会で１ 事業者を 選考

し た後、港区指定管理者選定委員会の審議を 経て指定管理者候補者を 決定し まし た。

応募事業者は、 １ 事業者でし た。  

 

（１）港区立芝浦アイランドこども園指定管理者候補者選考委員会委員 
 

 氏 名 役 職 等 

委 員 長 阿部 真美子 
山梨県立大学 名誉教授、  

聖徳大学 名誉教授 

副委員長 

野上 宏 

（ 令和８ 年３ 月３ １ 日まで）  
港区芝浦港南地区総合支所長 

増田 裕士 

（ 令和８ 年４ 月１ 日から ）  

委  員 安梅 勅江 筑波大学 医学医療系 教授 

委  員 田中 正浩 
実践女子大学 生活科学部生活文

化学科 教授 

委  員 宮内 宏之 港区子ども 家庭支援部保育課長 

 

（２）選考委員会の開催状況 
 

回 数 開 催 年 月 日 審 議 内 容 

第１ 回 令和８ 年２ 月６ 日（ 金）  

公募要項（ 案） について 

第一次及び第二次審査基準（ 案） につ

いて 

令和８ 年９ 月１ ５ 日 資料№２ ０   

保 健 福 祉 常 任 委 員 会 
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第２回 令和８年６月１９日（金） 

第一次審査通過事業者の決定について 

第二次審査について 

ア 審査（プレゼンテーション・ヒア

リング）の方法について 

イ 追加要望資料の有無について 

第３回 令和８年７月２日（木） 

プレゼンテーション及びヒアリング 

Ａ事業者 

第二次審査採点及び指定管理者候補者

の選定について 

 

（３）港区指定管理者選定委員会 

   令和８年７月２４日（金）に開催された令和８年度第３回港区指定管理者選定 

委員会において、港区立芝浦アイランドこども園指定管理者候補者選考委員会で選

考された事業者が指定管理者候補者として選定されました。 

           

３ 選定された事業者 

名 称 公益財団法人東京ＹＭＣＡ 

代表者 代表理事 星野 太郎  

所在地 東京都新宿区西早稲田二丁目３番１８号 日本キリスト教会館６階 

 

４ 指定期間 

  令和９年４月１日から令和１９年３月３１日まで（１０年） 

 

５ 選定の理由 

（１）不適切保育の未然防止に向けた取組や、安全対策・危機管理対応について、職

員の具体的な行動を含めて提案されており、実効性の高い運営が期待できます。

また、園児の生活の連続性を重視した特別保育事業の実施や、アレルギー対応に

おける丁寧な情報共有体制についても評価できます。 

（２）施設の設置目的及び高層マンションや集合住宅が多い地域特性を十分に理解し

た上で、関係機関と連携しながら地域とのつながりを深めるための具体的な事業

が提案されています。地域の子育て家庭が孤立することなく安心して子育てがで

きる環境づくりに積極的に取り組む姿勢が評価できます。 

（３）保育事業に加え、多様な分野での事業運営実績を有しており、人材確保が課題

となる保育業界においても、多様な経験や専門性を持つ職員の配置が期待できま

す。また、欠員時を含めた本部のバックアップ体制が整備されており、大規模園

においても安定的かつ継続的な運営が期待できます。 

（４）保育施設における施設長経験が豊富な園長候補者が、現状や課題を十分に理解
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した副園長候補者及び法人本部職員と連携することにより、安定的かつ質の高い

園運営が期待できます。 

（５）類似施設をはじめとする多様な施設運営の実績を有していることに加え、財務

規模や安全性等に関する財務状況分析の結果からも、経営基盤の安定性が認めら

れます。さらに、提案内容を総合的に勘案すると、１０年間の指定期間を通じて

安定的かつ継続的な管理運営が期待できる法人であると評価できます。 

 

６ 今後の予定 

令和９年４月１日 指定管理者による管理運営の開始 
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１ 

 

 

はじめに  

 

 本報告書は、港区立芝浦アイ ラ ンド こ ども 園の指定管理者候補者を選考するにあたり 、「 港

区立芝浦アイ ラ ンド こ ども 園指定管理者候補者選考委員会」 における審査の経過及び結果に

ついて報告するも のです。  

 

 港区が定めた「 港区指定管理者制度運用指針」 では、 民間事業者等が持つノ ウハウやアイ

ディ ア、 専門性などを活用するこ と により 、 多様化する区民ニーズへの柔軟かつ迅速な対応

や効率的で効果的な区民サービスの提供が可能と なる施設については、積極的に指定管理者

制度の導入を進めると し ています。  

「 港区立芝浦アイ ラ ンド こ ども 園指定管理者候補者選考委員会」 は、 こ のよう な視点を踏

まえた上で、 芝浦アイ ラ ンド こ ども 園の設置目的を最大限に活かし 、 効率的・ 効果的に区民

サービスを提供するこ と ができ る候補者の選考を行いまし た。  

審査にあたっ ては、 常に厳正さ と 公正さ を確保すると と も に、 委員会と し て委員の総意の

下に結論を導き出すよう 努めまし た。  

 

港区立芝浦アイ ラ ンド こ ども 園指定管理者候補者から 提案さ れた内容は、施設の設置目的

を十分に理解し た上で、 現状の課題を的確に捉え、 かつ、 将来を見据えた大変優れたも ので

し た。 応募事業者が１ 事業者で、 他事業者の提案内容と 比較するこ と ができ なかっ たため、

主に応募事業者の指定管理者候補者と し ての適格性について審議するこ と と なり まし たが、

指定管理者を公募し た目的は十分達成さ れたも のと 考えます。  

選ばれた事業者には、 港区立認定こ ども 園条例に定める目的の達成に向け、 指定管理者と

し て十二分に力を発揮さ れるこ と を強く 期待いたし ます。  

 

 

 

令和８ 年７ 月２ 日 

 

港区立芝浦アイ ラ ンド こ ども 園指定管理者候補者選考委員会 

委員長 阿部 真美子  
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Ⅰ 選考した指定管理者候補者について 

  

１ 指定管理者候補者 

名 称 公益財団法人東京Ｙ ＭＣ Ａ  

代表者 代表理事 星野 太郎  

所在地 東京都新宿区西早稲田二丁目３ 番 18 号 日本キリ スト 教会館６ 階 

  

２ 対象施設 

施設の名称 所在地 

港区立芝浦アイ ラ ンド こ ども 園 東京都港区芝浦四丁目 20 番１ 号 

 

３ 指定期間  令和９ 年４ 月１ 日から 令和 19 年３ 月 31 日（ 10 年）  

 

４ 選考の理由  

（ １ ） 不適切保育の未然防止に向けた取組や、 安全対策・ 危機管理対応について、 職員の具

体的な行動を含めて提案さ れており 、 実効性の高い運営が期待でき ます。 また、 園児の

生活の連続性を重視し た特別保育事業の実施や、アレルギー対応における丁寧な情報共

有体制についても 評価でき ます。  

（ ２ ） 施設の設置目的及び高層マンショ ンや集合住宅が多い地域特性を十分に理解し た上で、

関係機関と 連携し ながら 地域と のつながり を 深める ための具体的な事業が提案さ れて

います。地域の子育て家庭が孤立するこ と なく 安心し て子育てができ る環境づく り に積

極的に取り 組む姿勢が評価でき ます。  

（ ３ ） 保育事業に加え、 多様な分野での事業運営実績を有し ており 、 人材確保が課題と なる

保育業界においても 、 多様な経験や専門性を持つ職員の配置が期待できます。 また、 欠

員時を含めた本部のバッ ク アッ プ体制が整備さ れており 、大規模園においても 安定的か

つ継続的な運営が期待でき ます。  

（ ４ ） 保育施設における施設長経験が豊富な園長候補者が、 現状や課題を十分に理解し た副

園長候補者及び法人本部職員と 連携するこ と により 、安定的かつ質の高い園運営が期待

でき ます。  

（ ５ ） 類似施設をはじ めと する多様な施設運営の実績を有し ているこ と に加え、 財務規模や

安全性等に関する財務状況分析の結果から も 、 経営基盤の安定性が認めら れます。 さ ら

に、 提案内容を総合的に勘案すると 、 10 年間の指定期間を通じ て安定的かつ継続的な

管理運営が期待でき る法人であると 評価でき ます。  
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Ⅱ 選考経過について 

 

１ 選考の方法  

( １ )  第一次審査 

応募法人から 提出さ れた申請書類及び計画書類について、 財務関係書類、 基本的事

項の適格審査、 計画書類に対する評価をも と に総合的な審査を行い、 第一次審査通過

者と し て１ 事業者を選考し まし た。  

( ２ )  第二次審査 

第一次審査通過者に対し て、 プレゼンテーショ ン及びヒ アリ ングを行い、 第一次審

査と 第二次審査と を併せた総合評価により 指定管理者候補者を選考し まし た。  

 

２ 選考委員会の構成 
 

委 員 長 阿部 真美子 
山梨県立大学 名誉教授 

聖徳大学 名誉教授 

副委員長 

野上 宏 

（ 令和８ 年３ 月 31 日まで） 
港区芝浦港南地区総合支所長 

増田 裕士 

（ 令和８ 年４ 月１ 日から ）  

委  員 安梅 勅江 筑波大学 医学医療系 教授 

〃 田中 正浩 実践女子大学 生活科学部生活文化学科 教授 

〃 宮内 宏之 港区子ども 家庭支援部 保育課長 

 

３ 公認会計士  

坂本 亮 Cenxus Consul t i ng 株式会社 
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４ 

 

４ 選考の進め方 

 

応募書類提出（ 申請書・ 財務諸表・ 管理運営計画書等）  

 

 

 

 

 

 

 
 

＜第一次審査＞ 
 

１  事業者の財務状況の調査・ 分析を行い、 可（ 安定的に経営基盤を有し ている） 若し

く は不可（ 安定的に経営基盤を有し ていない） で評価し ます。  

２  事業者の資金計画の調査・ 分析を行い、 Ａ （ 特に優れている） ～Ｅ （ 特に劣っ てい

る） までの５ 段階に評価し ます。  

３  選考基準の各項目に対応し た配点に基づき 、 各選考委員が書類審査を行い、 採点し

ます。  

４  公認会計士等による財務状況分析に基づく 評価と 、 各選考委員による書類審査の合

計得点により 総合的な審査を行い、 第一次審査通過者を決定し ます。  

 

 

 

＜第二次審査＞ 
 

１  第一次審査通過者に対し て、 プレゼンテーショ ン（ 10 分以内） 及びヒ アリ ング（ 25

分程度） を行います。  

２  プレゼンテーショ ンと ヒ アリ ングが終了し た後、 各選考委員による審査項目を中心

と し た評価を行い、 採点し ます。  

３  第一次審査と 第二次審査の点数を合計し 、 指定管理者候補者を選考し ます。  

公認会計士による財務状況等の調査・ 分析を行い、 財務状

況評価は可も し く は不可、資金計画評価はＡ ～Ｅ の５ 段階

で評価し ます。  

選考委員による書類審査 

プレゼンテーショ ン及びヒ アリ ング、 計画書等の総合評価 
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５ 選考委員会等の開催状況及び経過 

(１) 第１回選考委員会 

日 時  令和８年２月６日（金曜日） 午後７時 30 分～午後９時 

場 所  オンライン会議 

議 題  公募要項（案）について 

第一次及び第二次審査基準（案）について 

 

(２) 公募手続 

ア 申請受付        令和８年２月 16日（月曜日）～５月 22日（金曜日） 

イ 質問書受付           ２月 16 日（月曜日）～２月 27日（金曜日） 

ウ 公募要項説明会及び現地見学会     ２月 24 日（火曜日） 

エ 質問への回答          ３月 13 日（金曜日） 

 

(３) 第２回選考委員会(第一次審査) 

日 時  令和８年６月 19 日（金曜日） 午前９時 30分～午前 11時 

場 所  オンライン会議 

議 題  第一次審査通過事業者の決定について 

第二次審査について 

ア 審査（プレゼンテーション・ヒアリング）の方法について 

イ 追加要望資料の有無について 

 

 (４) 第３回選考委員会（第二次審査） 

日 時  令和８年７月２日（木曜日） 午後５時～午後６時 10分 

場 所  港区芝浦港南地区総合支所 101 会議室 

議 題  プレゼンテーション及びヒアリング Ａ事業者 

第二次審査採点及び指定管理者候補者の選定について 
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 Ⅲ 選考対象者について 
 

No 事業者の名称 所在地 

１  公益財団法人東京Ｙ ＭＣ Ａ  
東京都新宿区西早稲田二丁目３ 番 18 号 

日本キリ スト 教会館６ 階 

 

Ⅳ 選考結果について 

 

１ 第一次審査 

( １ )  財務状況分析等について  

    公認会計士による財務状況調査分析等報告書に基づき 説明があり まし た。  

ア 財務状況評価 

法人より 提出さ れた財務諸表（ 決算報告） を基に、 財務規模、 収益性、 安全性につ

いて、 数値及び比率分析等により 、 安定的に継続し て指定管理業務を行う こ と ができ

るか否かを、 可若し く は不可の絶対評価を行いまし た。  

   イ  資金計画評価 

法人より 提出さ れた資金計画書を基に、 資金・ 収支計画の正確性、 安全性、 収支見

込の妥当性、 運転資金調達の確実性、 事業計画と の整合性、 経費見積も り の妥当性な

どについて数値及び比率分析により 、 Ａ ～Ｅ の５ 段階総合評価を行いまし た。  

 

( ２ )  選考基準表に基づく 採点  

選考委員ごと の評価し た点数を 合計し 、 全委員の採点し た点数の合計による選考を 実施

し まし た。  
 

順位 事業者の名称 
財務状況 

評価 

資金

計画 

評価 

合計点数 

（ 1, 000 点満点）  

１  公益財団法人東京Ｙ ＭＣ Ａ  可 Ａ  755 点 

※ 財務状況評価基準  

可（ 安定的に経営基盤を有し ている）、 不可（ 安定的に経営基盤を有し ていない）  

※ 資金計画評価基準 

 Ａ : 特に優れている、 Ｂ : 優れている、 Ｃ : 標準的、 Ｄ : 劣っ ている、 Ｅ : 特に劣っ ている 

 

( ３ )  選考経過 

各委員が候補者の提案内容の評価について意見交換を行いまし た。  
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事業者の名称 委員の意見 

公益財 団法人

東京Ｙ ＭＣ Ａ  

・ 長期間の運営を十分に任せら れる提案内容であると 受け止め、

どの項目にも ４ 点を付けるこ と ができ る内容です。  

・ 類似施設のみなら ず多様な施設運営の実績があり 、 それに裏付

けら れた運営能力や、 区の施策や設置目的と の整合性について高

く 評価し ています。 特に、 地域や関係機関と の連携については、

地域の拠点と し ての施設運営や、 多世代交流の方向性を含め、 保

護者参加型の取組を 通じ て地域に溶け込むこ と で、 安心し て子育

てができ る環境づく り に積極的に向き 合う 運営姿勢が見ら れ、 信

頼関係の構築が期待できる点で高く 評価し ています。  

・ 特別保育事業では園児の生活の連続性を大切にし た取組や伝達

ノ ート を 活用し た情報共有、 運営に対する取組や考えでは毎日の

アレルギー確認等の丁寧な情報共有について評価でき ます。  

・ 地域特性をふまえた取組については、 高層マンショ ンや集合住

宅が多いため、 地域のつながり が持ちにく いと いう 特性がある中

で、 保護者と のつながり も 含めた具体的な記載と なっ ています。  

・ 不適切保育は日々起こ り う る可能性があるため非常に重要な視

点ですが、 研修等により 職員と 情報を共有し 未然防止を図っ てい

る取組を評価し まし た。  

・ 多様な機能を有する団体と し て、 様々なスキルを 持つ職員の配

置に期待が持てます。専門学校を法人で持っ ていると いう こ と や、

保育以外の様々な事業において雇用条件が安定し ていると いう の

も 人材確保には良い点だと 評価し ています。  

・ 全体と し て、 安全対策や地域連携に関する提案は具体的である

一方、 事業運営に関する提案は抽象的な表現が多く 、 具体的な取

組内容を把握し にく いと いう 点で減点対象になっ ています。  
 

   以上の点を総合的に勘案し て「 公益財団法人東京Ｙ ＭＣ Ａ 」 が第一次審査通過者と し

まし た。  

 

２ 第二次審査 

( １ )  プレゼンテーショ ン及びヒ アリ ング 

第一次審査通過事業者が 10 分以内のプレゼンテーショ ンを行っ た後、管理運営計画

書及びプレゼンテーショ ンの内容に基づき 25 分程度のヒ アリ ングを行い、 選考基準に

より 審査し まし た。  
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８ 

 

( ２ ) 採点結果 

選考委員ごと の評価し た点数を合計し 、全委員の採点し た点数の合計と 第一次審査の

合計点を合算し た総合点数を算出し まし た。  
 

順位 事業者の名称 
総合点数 

（ 1, 500 点満点） 

第一次審査点数 

（ 1, 000 点満点） 

第二次審査点数 

（ 500 点満点）  

１  
公益財団法人東京

Ｙ ＭＣ Ａ  
1, 090 点 755 点 335 点 

 

( ３ )  選考経過 

各委員が第一次審査通過事業者の管理運営計画書及びプレゼンテーショ ンの内容の

評価について意見交換を行いまし た。  

事業者の名称 委員の意見 

公益財 団法人

東京Ｙ ＭＣ Ａ  

・ 欠員時の体制を含めて、 全体的に本部のバッ ク アッ プ体制がし

っ かり し ており 、大規模園であっ ても 安定し た体制が見込めます。 

・ 提案内容の目新し さ や独創性はやや欠けていますが、 その実現

性や子ども たちを安全に預かっ ていく と いう 堅実性や安定性につ

いては間違いないと 思いまし た。  

・ マニュ アルをただ整備するのではなく 、 その内容を 研修や自己

点検と いう 形で定期的に職員に周知し ているこ と が確認でき 、 安

心し た運営が可能と 判断し まし た。  

・ 園長候補者は、 豊富な経験ゆえ、 質問に対する回答が長く なり

がちで的確ではなかっ たも のの、 回答し よう と 努力する姿勢は感

じ ら れまし た。  

・ 副園長候補者や法人本部職員が現状・ 課題を理解し た上で明確

に受答えし ており 、 園長と のタ ッ グが期待でき ると 感じ まし た。

３ 者がサポート し 合う こ と で、良い運営ができ るよう 期待し ます。 

・ 施設長候補者によるプレ ゼンテーショ ンは、 事業者と し て強調

し たい提案やこ れまでの園運営の中で行っ てき た実績、 アピール

し たい部分に具体性が無く 、 訴えかける情報が少ないと の印象を

持ちまし た。  

・ 人権・ 虐待防止・ 不適切保育への専用の対応マニュ アルは用意

さ れておら ず、 一括で安全行動マニュ アルに集約さ れていると の

こ と で十分ではないと 感じ まし た。  

・ マニュ アル整備についての回答が的確でない場面も あり まし た

13



９ 

 

が、 今後更新し ていく と の説明も あっ たこ と から 、 今後の改善に

期待し ます。  

 

Ⅴ 最終選考結果について 

 

最終選考結果 

   指定管理者候補者の審査点数（ 1, 500 点満点） の得点率は 72. 6％であり 、 提案書の内

容、 事業者の体制と も に評価できるも のでし た。 選考基準に基づき 、 選考委員会の総意

と し て、「 公益財団法人東京Ｙ ＭＣ Ａ 」 を港区立芝浦アイ ラ ンド こ ども 園指定管理者候

補者と し て選考し ます。  

14



1 
 

会  議  名 第１ 回港区立芝浦アイ ラ ンド こ ども 園指定管理者候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和８ 年２ 月６ 日（ 金） 19 時 30 分から 21 時 00 分まで 

開 催 場 所      Teamsによるオンラ イ ン会議 

出 席 者 

出席者 ５ 名 

阿部委員長、 安梅委員、 田中委員、 野上委員、 宮内委員 

欠席者 なし  

事 務 局      

芝浦港南地区総合支所管理課長 金田 

芝浦港南地区総合支所管理課施設運営担当係長 北野 

芝浦港南地区総合支所管理課管理係 松川 

会 議 次 第      

１  開会 

２  選考委員会の運営について 

３  委員委嘱 

４  委員紹介 

５  委員長選出 

６  議題審議 

   議題１  公募要項（ 案） について 

   議題２  第一次及び第二次審査基準（ 案） について 

７  今後のスケジュ ールについて 

８  閉会 

配 付 資 料      

【 配付資料】  

資料１  港区立芝浦アイラ ンド こ ども 園指定管理者候補者選考委員会設置要綱（ 案）  

資料２  港区立芝浦アイラ ンド こ ども 園指定管理者候補者選考委員会委員名簿（ 案）  

資料３  港区立芝浦アイラ ンド こ ども 園指定管理者公募要項( 案)  

資料４  選考の進め方（ 審査フ ロー図）（ 案）  

資料５  港区立芝浦アイ ラ ン ド こ ども 園指定管理者候補者選考第一次審査選考基準・ 採点表( 案)  

資料６  第二次審査（ プレゼンテーショ ン・ ヒ アリ ング） 方法について( 案)  

資料７  港区立芝浦アイ ラ ン ド こ ども 園指定管理者候補者選考第二次審査選考基準・ 採点表( 案)  

資料８  今後のスケジュ ール( 予定)  

【会議録】 
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 会議の結果及び主要な発言 

（ 発言者）  

 

 

芝浦港南地区総合

支所長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

安梅委員 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿部委員長 

Ｂ 委員 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  開会 

（ 開会の挨拶）  

 

２  選考委員会の運営について 

 

３  委員委嘱 

 

４  委員紹介 

（ 各委員から 自己紹介）  

 

５  委員長選出 

 

資料１ の第５ 条２ 項の規定により 、 委員長は委員の互選により 選出し ます。  

阿部委員を 委員長に推薦し ます。  

（ 委員一同、 異議なし ）  

資料１ の第５ 条３ 項の規定により 、 副委員長は芝浦港南地区総合支所長にお願い

し ます。  

 

６  議題審議 

議題１  公募要項（ 案） について 

議題２  第一次及び第二次審査基準（ 案） について 

【 議題１ と 議題２ は関連する事項のため一括審議】  

（ 事務局から 配布資料について説明）  

 

今の説明を 受けて質問等あり ますか。  

現行事業者の評価と 夜１ ０ 時の夜間まで長時間保育になるこ ども の割合を教えて

いただけますか。 また、 現評価結果の公募選考への反映については事業者の新規

参入を阻害するこ と になるため、 採用し ない方が良いのではないかと 考えており

ます。 さ ら に、 評価基準については昨今の情勢を 踏まえ倫理教育を 盛り 込んだ方

がよいのではないかと 考えています。  

まず一点目の現行事業者の評価ですが、 園児や保護者の要望や悩み等に丁寧に対

応し ながら 運営し ており ます。 また、 児童高齢者交流プラ ザと 交流の機会を持

ち、 様々な行事を一緒に行う 等工夫し て取り 組んでいます。 さ ら に、 こ ちら の施

設は児童高齢者交流プラ ザと 複合施設で建物全体の管理を 担い、 毎日施設を 見回

っ て何かあれば区の方に迅速に報告し て対応し ています。 事務局と し ては現在の

指定管理者は問題なく 運営でき ていると 考えており ます。  

また、 ２ 点目のスタ ーラ イ ト と いう 区分の夜間保育についてですが、 だいたい月

に延べ５ 人から １ ０ 人の少ない利用状況ではございますが、 需要はあり ます。  
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Ａ 委員 

 

 

 

Ｃ 委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

Ｅ 委員 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

Ｅ 委員 

 

事務局 

 

Ｄ 委員 

 

 

 

３ 点目の現評価結果の反映については、 現行事業者のモチベーショ ンと なると い

う プラ ス面を見込んだ運用です。 評価と いっ ても 、 現在の運営状況が高評価であ

れば加点し ますが、 評価が低ければ減点になり ます。 こ ちら の運用については各

委員の皆様から ご意見をいただければと 思います。  

４ 点目の倫理教育については研修についての提案事項と し て組み込むこ と と し 、

公募要項に追記し ます。  

３ 点目の現評価結果の反映についてご意見を いただければと 思います。  

こ の事業では小さ な子供たちの命や成長、 地域と の関わり も 非常に重要だと 思い

ます。 そのよ う な意味では提案資料によ る 競争の原理だけで測るこ と は当然でき

ません。何を も っ て測るかと いう こ と になり ます。こ のよう なこ と も 含めてご意見

を頂戴し た方がよろ し いかと 思いますが、 いかがでし ょ う か。  

選考にあたっ ては、 現行事業者がどのよ う な運営を し ているか色々と 情報を 知り

たいと こ ですが、現在の運営状況については先ほどの質疑で確認ができ まし た。一

方で、単に競争原理だけでは決めら れないと いう 点も あり ます。こ れら の点を 踏ま

え、多く の事業者が近年港区に関わっ てき ている中で、手を 挙げる事業者数がかな

り 少ない、かつ緻密な公募要項と 評価基準がある中で、多く の事業者に応募し てい

たき たいため、新規を阻まず現行事業者への加点は無し と し 、従来どおり 進めてい

ければと 思います。  

また、 公募要項の記載について２ ４ ページの１ ８ で「 園長及び副園長２ 名の経歴」

と あり ますが、 提案書の方では「 候補者」 と いう 記載になっ ているため、「 園長候

補者および副園長候補者２ 名」 にし た方が良いと 考えます。  

加えて、 ２ ６ ページ（ ７ ） ウの二行目、 区の責任において一定期間保管後「 廃棄」

し ますと あり ますが、「 廃棄」 ではなく 「 破棄」 すると し た方が良いと 思います。

も う 一点、 同じ（ ７ ） のエですが、 ３ 行目にＡ ４ 版縦１ 枚両面可で作成と あり ます

が、 同じ 指示を 提案書の方にも 記載すると 事業者は分かり やすいと 思います。  
ご指摘のあっ た記載箇所については修正し ます。  

公募要項５ ページの提案事業について、 現行事業者で実施し ている提案事業の内

容について教えてく ださ い。 また、 こ ども 園は非常に拠点的な大き な施設です

が、 他園と の交流はあり ますか。  

まず１ 点目の公募要項５ ページの提案事業は４ ・ ５ 歳児での英語プログラ ムや運

動に特化し たプログラ ム、 宿泊プログラ ムと いっ た、 他園にあまり 見ないプログ

ラ ムを提案し ていただいていると こ ろ です。 ２ 点目の他園と の交流ですが、 こ ど

も 園は園庭を持っ ていますので、 近隣の園庭のない私立園に園庭の貸出し につい

てご案内を し ており ます。 他園の方が来ら れるこ と は容易ではあり ませんが、 こ

のよう な交流はし ており ます。  

こ れら の提案事業は、 現在提案どおり 履行し ていると いう こ と でよろ し いでし ょ

う か。 また、 審査基準においては他園と の交流と いう 項目は入っ ていますか。  

提案内容については履行を 確認し ており ます。 他園と の交流と いう 項目は審査基

準に明記し ており ません。  

指定様式以外の補足資料の提出は認めないこ と を徹底し ていただき たいと 思いま

す。 補足資料の分量によっ て審査が歪めら れるこ と がないよう に、 指定様式のＡ

４ 両面までと いう こ と に限っ て公募要項上に明確にし ていただき たいと 思いま
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事務局 

 

 

Ａ 委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｅ 委員 

 

 

 

Ａ 委員 

 

事務局 

 

 

 

 

阿部委員長 

 

 

 

事務局 

 

 

 

Ａ 委員 

 

 

Ｅ 委員 

 

 

 

す。  

また、 先ほどの加減点については、 私も 採用し ない方がよいと 思っ ています。 本

施設は指定期間が１ ０ 年と いう こ と で、 既に同一の事業者による安定し た運営と

いう 点については考慮さ れています。 現行事業者を 優位にするより 、 新規事業者

が参入し やすいよう にし た方がいいかと 思います。  

所定の様式以外は認めないこ と を 公募要項に明記し ます。 また、 現評価結果の加

減点については３ 名の委員が採用し ない方が良いのではないかと ご意見を いただ

き まし たが、 他の委員はいかがですか。  

事業者が１ ０ 年と いう 歳月を 地域のために努力し てこ ら れたと いう 業績は大変大

き な意味があり ます。 また、 そこ で蓄積さ れた地域と の深い交流は子供にと っ て

も 非常に重要な意味があると 思います。 信頼関係や交流を つく ると いう こ と は容

易こ と ではあり ません。 また、 こ の業界は定着をし てく れる業者を持つのが容易

ではないと 思います。 どこ の地域の保育園も 経営や運営に非常に行き 詰まり 、 さ

ら には人材確保に悩んでいます。 よっ て、 １ ０ 年の実績を 反映さ せるかどう かと

いう 問題は単純ではないと 思いますが、 １ ０ 年間の実績を 加減点し ないと いう 考

え方を出すのであれば、 も っ と 私たちが現在の情報を集めて、 こ の地域にふさ わ

し い認定こ ども 園の定着を 考えると いう こ と が非常に大事になり ます。  

私は加減点を設ける必要はないと 考えており ます。 選考委員会ですから 、 新規参

入を 阻むよう なこ と がないよう にと いう 視点も 必要だと 思いますし 、 現行事業者

から の提案があれば選考の過程で、 地域での実績に基づく 練り 上げら れた提案が

でき ると いう 優位性があると 思います。  

そのと おり です。 今までの１ ０ 年間の実績により 提案内容が充実し 、 評価に反映

さ れると いう こ と です。  

各委員の皆様から 、 今回の加減点について様々なご意見があり まし た。 今回新規

参入を促す取組と し て、 公募期間を 以前より も ２ 倍以上長く 設けています。 ま

た、 公募の周知についても 前回より 充実さ せる工夫を し ています。 今回ご意見い

ただいたよう に加減点の部分については様々なご意見も あり ますが、 こ の選考委

員会では不採用と いう こ と で委員長いかがでし ょ う か。  

事務局から ご提案があり まし た。  

（ 委員一同、 異議なし ）  

加減点は付けず、 提案内容で判断すると いう こ と になり ます。  

他にご意見等ございますか。  

先ほどご質問があり まし た他園と の交流についてですが、 公募要項の２ ４ ページ

で⑭地元町会・ 自治会・ 近隣住民・ 関係機関等の連携交流と いう 部分があり ま

す。 こ ちら に「 他園と の交流」 と いう 文言を 加え、 より 広く こ の連携交流につい

ての考え方を求めると いう こ と でよろ し いでし ょ う か。  

「 関係機関」 と いう 部分の解釈だと 思います。 交流の中に他園も 含まれるかと 思

いますので、 関係機関の中でも 特に他園を中心に考えたいと いう ご意見であれ

ば、 明記するこ と になるかと 思います。  

関係機関等に保育園を 含むと いう のは、 こ れだけでは読み取り にく いと 思いま

す。 児童高齢者交流プラ ザも 含めた大き な施設ですので、 園庭利用だけでなく 行

事等の様々な連携が可能性と し てはあると いう 点で、 一つの項目と し て設けても

いいと 思いまし た。 し かし 、 関係機関に周辺の園を 含むと いう 理解でよろ し けれ
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事務局 

 

Ａ 委員、 Ｅ 委員 

Ｅ 委員 

 

 

事務局 

阿部委員長 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿部委員長 

ば、 記載については事務局の方にお任せし たいと 思います。  

関係機関と 読み込めるので原案どおり こ のまま生かすと いう こ と でよろ し いでし

ょ う か。  

それで構わないと 思います。  

資料６ の第二次審査の方法で、 出席者は事業者３ 名以内と いう 記載があり ます

が、 園長候補者がその時点で決定し ている前提の上ですが、 内定し ている施設長

候補者の方も 出席すると いう こ と をご案内し た方がいいと 思います。  

資料６ に園長候補者の出席を 必須と するこ と を 明記し ます。  

他にご意見がなければ、 公募要項、 第一次・ 第二次審査表、 審査方法について本

日の審議でのご意見を 反映さ せ、 決定と いう こ と でよろ し いでし ょ う か。  

（ 委員一同、 異議なし ）  

１ 点確認さ せていただき たいこ と がございます。「 応募事業者が１ 者だっ た場合

の審査」 についてです。 事務局と し ては、 最低合格ラ イ ンは第一次審査と 第二次

審査と も に満点の６ ０ ％と し 、 また、 応募事業者が１ 者だっ た場合についても 審

査を 実施し 、 最低合格ラ イ ンの６ ０ ％以上であれば「 選考」 と さ せていただく こ

と を 予定し ており ますが、 いかがでし ょ う か。  

（ 委員一同、 異議なし ）  

 

７  今後のスケジュ ールについて 

（ 事務局から 配布資料について説明）  

 

委員の方から ご意見・ ご質問はございますか。  

（ 委員一同、 異議なし ）  

 

８  閉会 

（ 閉会の挨拶）  
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会  議  名 第２ 回港区立芝浦アイ ラ ンド こ ども 園指定管理者候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和８ 年６ 月１ ９ 日（ 金） ９ 時３ ０ 分から １ １ 時まで 

開 催 場 所      Teamsによるオンラ イ ン会議 

出 席 者 

出席者 ５ 名 

阿部委員長、 安梅委員、 田中委員、 増田委員、 宮内委員 

欠席者 なし  

事 務 局      

芝浦港南地区総合支所管理課長 井上 

芝浦港南地区総合支所管理課施設運営担当係長 北野 

芝浦港南地区総合支所管理課管理係 松川 

会 議 次 第      

１  開会 

２  財務状況分析、 資金計画分析結果について 

３  議題審議 

   議題１  第一次審査通過事業者の決定について 

   議題２  第二次審査について 

      ①審査（ プレ ゼンテーショ ン・ ヒ アリ ング） の方法について 

      ②追加要望資料の有無について 

４  今後のスケジュ ールについて 

５  閉会 

配 付 資 料      

【 配付資料】  

資料１  財務状況等分析報告書 

資料２  資金計画分析報告書 

資料３  第一次審査（ 書類審査） 採点結果集計表 

資料４  第二次審査選考基準・ 採点表 

資料５  第二次審査（ プレ ゼンテーショ ン・ ヒ アリ ング） の方法について 

資料６  第１ 回港区立芝浦アイ ラ ン ド こ ども 園指定管理者候補者選考委員会会議

録 

参考資料 港区立芝浦アイ ラ ンド こ ども 園指定管理者候補者選考委員会委員名簿 
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 会議の結果及び主要な発言 

（ 発言者）  

 

 

 

 

 

 

 

阿部委員長 

Ｄ 委員 

公認会計士 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ 委員 

 

阿部委員長 

 

 

阿部委員長 

 

 

 

 

阿部委員長 

Ｂ 委員 

 

 

Ｃ 委員 

 

 

 

 

 

 

 

１  開会 

 

２  財務状況等分析結果について 

  ・ 公認会計士から 財務状況及び資金計画分析結果について以下を報告 

【 財務状況分析（ 可・ 不可評価）】 Ａ 事業者 可 

【 資金計画分析（ Ａ ～Ｅ 評価）】  Ａ 事業者 Ａ  

 

ご説明あり がと う ございまし た。 ただいまの説明について、 質問はあり ますか。  

指定管理料全体に対し て、 その他経費の割合が妥当であるかご教示く ださ い。  

その他経費の割合について、他の施設等も 踏まえ、一般的な視点で考えると 、特段

問題のない水準です。全体の５ ％から １ ０ ％が標準ですので、指定管理料全体に占

める 割合と し て高い水準ではないと 考えら れます。 その他経費を 計上し ていない

施設も あり ますが、指定管理の提案においては、その他経費を計上するこ と が一般

的で、 １ ０ 年間と いう 長期の指定期間においても 安定し て運営を 行う ために要す

るも のと 認めるこ と ができ るかと 思います。また、割合のみなら ず、必要な項目が

適切に計上さ れている かどう か、 その他経費の内訳について合理的な説明が可能

であるかも 重要な観点と なり ます。Ａ 事業者については、自社実績に基づき 算出し

ており 、 根拠も 明確に示さ れています。  

その他経費が適切な範囲で設定さ れているこ と を 確認し まし た。  

 

他に質問はあり ますか。  

（ 一同なし ）  

 

３  議題審議 

議題１  第一次審査通過事業者の決定について 

・ 事務局から 第一次審査集計結果についての説明 

（ 当初集計結果 Ａ 事業者 ７ ５ ３ 点）  

 

それでは、 第一次審査について審議に入り ます。 各委員から 講評をお願いし ます。 

長期間の運営を 十分に任せら れる 提案内容である と 受け止めまし た。 どの項目に

も ４ 点を 付ける こ と ができ る 内容です。 施設長候補者が実際にこ の提案を 実現で

き る様子か、 第二次審査で具体的に質問し たいと 考えており ます。  

提案資料を 確認し た限り では、十分運営可能な事業者であると 受け止めまし た。委

員の中では私の点数が一番低いのですが、 優れている か標準である かの評価のみ

で、 標準に至ら ない項目はなかっ たため、 非常に安定し た事業者であると 考えま

す。  

気になっ た箇所と し ては、 様式 12 の教育・ 保育理念、 基本方針及び事業計画は、

行動方針に関する記載が大半を 占め、 事業計画そのも のの具体性に欠けています。

区の施策と どのよう にマッ チし た事業を 計画し ている のかが読み取れず、 具体的
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Ｄ 委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｅ 委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

な事業計画の提示はも の足り ないと 考えます。また、他の委員と 点差が付いた様式

26 の人材確保については、 保育の専門学校を 運営し ている事業者と し て、 その専

門学校と の関わり を 生かし ている と のこ と ですが、 他の事業者でも 一般的に実施

し ている内容であるため、 標準的な評価と し まし た。 様式 28 のマニュ アルの整備

については、内容の詳細を 確認し なければ判断が難し いも のの、人権への配慮、い

じ め・ 虐待の防止や早期発見、不適切保育の防止に関するも のが不足し ていると 見

受けら れまし た。 他の事業者はそれだけの専用マニュ アルを 作成し ている と こ ろ

も あるため、気になり まし た。こ れら の内容は研修に取り 入れら れているよう です

が、 マニュ アルにも 明記さ れていると よいと 考え、 標準的な評価と し まし た。  

全体と し ては、類似施設のみなら ず多様な施設運営の実績があり 、それに裏付けら

れた運営能力や、区の施策や設置目的と の整合性について高く 評価し ています。特

に、 様式 21 の地域や関係機関と の連携については、 地域の拠点と し ての施設運営

や、多世代交流の方向性を含め、保護者参加型の取組を 通じ て地域に溶け込むこ と

で、安心し て子育てができ る環境づく り に積極的に向き 合う 運営姿勢が見ら れ、一

定の信頼関係の構築が期待でき る点で高く 評価し ています。また、月に一度地域の

町会、自治会に定期的に出席し 、園の様子やイ ベント 等を積極的に情報提供する点

も 評価でき ます。  

一方、 様式 28 のマニュ アルの整備については現場でどのよう に生かし ていく か、

また障害者雇用の今後の考え方が読み取れない部分があっ たため、 こ れら を 具体

的に確認し たいと 考えており ます。  

こ の法人は非常に歴史が長く 、 保育事業以外にも 様々な事業を 展開し ている大き

な実績がある と いう 点は、 それが間接的に本施設の安定性につながる と いう 意味

で評価し ています。 その他の点と し て、 様式 14 の特別保育事業では園児の生活の

連続性を 大切にし た取組や伝達ノ ート を 活用し た情報共有、 様式 15 の運営に対す

る取組や考えでは毎日アレ ルギーの確認等の丁寧な情報共有について評価でき ま

す。 また、 様式 20 の地域特性をふまえた取組については、 高層マンショ ンや集合

住宅が多いため、地域のつながり が持ちにく いと いう 特性がある中で、保護者と の

つながり も 含めた具体的な記載と なっ ています。 他の委員と 点差が開いた様式 21

の地域や関係機関と の連携については、町会・ 自治会のお祭り の提案に終始し てい

ると 受け止めており まし たが、 悪いと いう こ と ではなく 他にも 提案の記載がある

こ と も 確認でき たため、点数を上げるこ と が妥当と 考えており ます。また、様式 26

の職員体制や人材確保については、 年齢や職員の配置の経験年数のバラ ン スが良

い点や、園長候補者が他園でも 園長の経験がある点について評価し ています。別の

委員から も 発言があり まし たが、 専門学校を 法人で持っ ていて卒業生のネッ ト ワ

ーク や大学と のネッ ト ワーク を 活用し た人材確保が期待でき 、 また欠員時の対応

についても 具体的に記載さ れているこ と から 満点と し ています。 さ ら に様式 28 の

マニュ アルの整備についても 、全体と し ては網羅さ れており 、取扱いや活用につい

ても 明示さ れていると 評価し まし た。  

一方で、日常的な職員教育がどのよう に実施さ れ、マニュ アルの内容が職員に浸透

し ているかと いう 点が気になり ます。 例えば、 様式 33 の食事提供時の安全対策や

危機管理対応については十分な記載があるため、 こ の内容を 実践でき れば安心で

き ますが、 それを 全職員がどのよう にマニュ アルを 理解し 共有でき る 体制を 整え

るのかと いっ た、具体的な実現・ 維持手法についてヒ アリ ングで質問し たいと 考え
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Ａ 委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿部委員長 

Ｅ 委員 

 

阿部委員長 

 

阿部委員長 

事務局 

阿部委員長 

 

阿部委員長 

 

 

 

ており ます。  

加えて、シルバー人材の活用についても 具体的な業務内容が記載さ れており 、実効

性に期待でき ます。  

様々な機能と 長い歴史を有する、こ の業界では特徴的な団体です。また、全体的に

提案には安定性があり 、 必要な条件はおおむね整っ ていると 評価でき ます。  

特に注目し たのは、大規模園と し ての運営の工夫と いう 点です。取組の中で、大規

模園における 子ども に関する情報共有は非常に重要である と 考えますが、 具体的

な内容は読み取れませんでし た。全体と し て、提案の前半部分は抽象的な表現が多

く 、具体的な取組内容を 把握し にく いと いう 点が減点対象になっ ています。同じ よ

う に、 子ども 自身の悩みやト ラ ブルへの対応が適切かつ十分かと いう 点について

は、保護者と の問題や個人の学びや成長の問題が関わっ た重要な部分ですが、具体

性が読み取れない点で減点対象になり まし た。  

一方、地域と の関わり は積極的に実施する記載があり 、大変評価し まし た。全体的

に提案の半ば以降はかなり 具体的なと こ ろ に着眼し ている 表現になっ ていたた

め、共感度が高く なり まし た。例えば、不適切保育は日々起こ り う る可能性がある

ため非常に重要な視点ですが、 研修等により 職員と 情報を 共有し 未然防止を 図っ

ている取組を評価し まし た。  

また、保育業界において大き な課題と なっ ているのは人手不足です。そのよう な中

で、こ の法人は多様な機能を 有する団体と し て、様々なスキルを持つ職員の配置に

期待が持てます。 若手保育士の確保や育成等は今後も 課題になる と 考えら れます

が、その中で専門学校を 法人で持っ ていると いう のは非常に大き な強みです。保育

以外の様々な事業において雇用条件が安定し ていると いう のも 人材確保には良い

点だと 評価し ています。  

し かし 、 研修については、 こ の法人に限ら ず、 研修の実施状況は確認でき る も の

の、実際どのよう な研修をし ているかが見えにく いこ と が難点です。例えばオンラ

イ ンで研修をし ているだけなのか、研修会場に行っ て具体的な説明を 受け、参加者

同士で問題を 共有し 、 対策やアイ デアを 出し 合っ たり する よう なディ スカ ッ ショ

ンがあるか等、項目の羅列のみでは想像するこ と し かでき ません。研修をどのよう

に充実さ せていく かはこ の法人に限ら ず保育業界全体の課題です。  

 

それでは各委員の講評を踏まえ、 点数を 修正し たい方はいら っ し ゃ いますか。  

様式21については、 評価を ３ から ４ に変更し てく ださ い。（ ※重点項目のため、

点数は２ 倍になる）  

他に採点を 修正さ れる方はいら っ し ゃ いますか。  

（ 委員一同、 点数の修正なし ）  

１ 人の委員から 点数の修正があっ たため、 事務局で集計をお願いし ます。  

点数の修正を反映し た結果、 第一次審査の合計点は７ ５ ５ 点と なり まし た。  

第一次審査の合計点は７ ５ ５ 点で確定し てよろ し いでし ょ う か。  

（ 委員一同、 異議なし ）  

続いて、 第一次審査を 通過さ せるか否かについて確認し ます。 最低合格ラ イ ンで

ある満点の６ ０ ％を超えているＡ 事業者を第一次審査通過と するこ と で、 皆様よ

ろ し いでし ょ う か。  

（ 委員一同、 異議なし ）  
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阿部委員長 

 

 

Ｃ 委員 

 

 

 

 

Ａ 委員 

事務局 

 

 

 

Ａ 委員 

 

 

 

 

Ｄ 委員 

 

Ｂ 委員 

 

 

Ｄ 委員 

Ａ 委員 

 

事務局 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

議題２  第二次審査について 

 ・ 事務局より 第二次審査の方法について説明 

 

それでは第二次審査について審議し ます。  

プレ ゼン テーショ ン 時の条件及び方法並びに時間配分についてご意見を お願いし

ます。  

プレ ゼン テーショ ン における 資料は「 Ａ ３ 片面１ 枚のみ提出可」 と さ れています

が、新たな提案は入れず、既に提出さ れた提案の中から 簡潔に作成し ていただき た

いと 考えます。１ 事業者のみではあり ますが、過去の委員会で新たな提案を 入れな

いこ と を 事業者に伝えていたこ と があり まし たので、 何ら かの形でお伝えし た方

がよいと 思います。  

園長候補者を含む３ 名についてですが、 人数のみの条件でし ょ う か。  

園長候補者を 含む３ 名で他２ 名または１ 名の出席でも 可能と し ています。 園長候

補者以外の出席者は、法人の本部の方の出席あるいは園の主任者の出席等、特に条

件を 設定し ており ません。 ただし 園長候補者は必ず出席し ていただく こ と が今回

の条件になり ます。  

園長候補者は重要な存在ですので、人柄や考え方、こ れまでの経験等を 確認するこ

と になり ますが、他の２ 名が法人本部の職員のみと なるこ と が気になり ます。こ ど

も たちと 直接関わる 予定の保育者、 つまり 現場の意見を 聞き たいと いう 希望があ

り ます。法人のバッ ク アッ プも 必要ですが、現場の状況を 把握する非常に大事な機

会だと 考えます。  

現場で実務を 担う 主任や副主任に現場の実態を ヒ アリ ングし たいため、 現場の実

務担当者にも プレゼンテーショ ンに出席し ていただき たいと 考えます。  

園長候補者に出席し ていただき 、 その方がき ちんと 実務を 把握し ているかどう か

も 含めて、責任者と し ての適性を確認する必要があると 考えますので、園長候補者

の出席のみを条件と し 、 他は自由に決めていただく こ と でよろ し いと 考えます。  

今の委員の意見で納得し まし たので、 それで構いません。  

私は可能であれば、 現場の状況を 把握し ている方にも 出席し ていただき たいと 考

えます。  

事務局から の提案です。園長候補者には必ず出席し ていただき 、他の１ 名又は２ 名

については「 現場の実務経験者や本部職員等」 と 具体的に例示し て通知するこ と で

いかがでし ょ う か。  

（ 委員一同、 異議なし ）  

それでは、 以上の内容で第二次審査の条件を 決定し ます。  

 

４  今後のスケジュ ール 

 

５  閉会 

（ 閉会の挨拶）  
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会  議  名 第３回港区立芝浦アイランドこども園指定管理者候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和８年７月２日（木）１７時から１８時１０分まで 

開 催 場 所      芝浦港南地区総合支所１０１会議室 

出 席 者 

出席者 ５名 

阿部委員長、安梅委員、田中委員、増田委員、宮内委員 

欠席者 なし 

事 務 局      

芝浦港南地区総合支所管理課長 井上 

芝浦港南地区総合支所管理課施設運営担当係長 北野 

芝浦港南地区総合支所管理課管理係 松川 

会 議 次 第      

１ 開会 

２ プレゼンテーション及びヒアリング Ａ事業者 

３ 第二次審査採点及び指定管理者候補者の選定について 

４ 閉会 

配 付 資 料      

【配布資料】 

資料１ 第二次審査選考基準・採点表 

資料２ 第２回港区立芝浦アイランドこども園指定管理者候補者選考 

委員会会議録 

参考資料１ 第一次審査結果集計表 

参考資料２ 第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）の方法 

について 
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 会議の結果及び主要な発言 

（ 発言者）  

 

 

 

 

 

阿部委員長 

Ｂ 委員 

 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

Ｂ 委員 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

 

Ｃ 委員 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

Ｃ 委員 

 

 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  開会 

 

２  プレ ゼンテーショ ン及びヒ アリ ング 

 

（ １ ） Ａ 事業者（ プレ ゼンテーショ ン 10 分間、 ヒ アリ ング 25 分程度）  

説明あり がと う ございまし た。 委員の皆様から 質問はあり ますか。  

園長候補者に伺います。 こ れまでの様々な経験を通じ て、 自身の強みを 教えてく

ださ い。 また、 弱みや改善すべき 点について、 どのよう に取り 組んでいく 考えで

すか。  

強みは、 新たなこ と にも 積極的に挑戦する冒険心を 持っ ている点です。 認定こ ど

も 園の中でも 保育所型は、 法人と し て前例の少ない分野ではあり ますが、 何事に

も 前向き に取り 組む姿勢を 大切にし ています。 一方で、 対応がやや性急になる面

があるため、 職員や保護者の気持ちに寄り 添い、 周囲の職員の協力も 得ながら 、

事前準備を 十分に行っ た上で丁寧に対応し ていき ます。  

チームのマネジメ ント については、 どのよう に考えていますか。  

マネジメ ント については、 当法人で実施し ているチーム保育において、 役割分担

を明確にし ながら 業務を進めています。 こ れまでも 役割分担を 意識し て取り 組ん

でおり 、 まずは担当者に任せてみて、 必要に応じ て助言やフ ォ ローを 行い、 最終

的な責任者は私にあると いう 自覚を強く 持ち、 マネジメ ント に関わっ てき まし

た。 役割分担に加え、 職員一人ひと り の業務状況や能力を踏まえ、 本人の成長に

つながるよう 、 対話を 重ねながら 見守るこ と を心がけています。  

人権擁護・ 虐待の防止及び早期発見・ 不適切保育へのマニュ アルは用意し ていま

すか。  

それら の関連する内容は「 安全行動マニュ アル」 に記載し ています。 また、 その

内容に沿っ たチェ ッ ク リ スト を 活用し 、 マニュ アルの見直し も 行っ ています。 加

えて、「 教育・ 保育ハンド ブッ ク 」 や法人作成の行動規範にも 虐待防止に関する

記載があり ます。  

先ほどマニュ アルの見直し を行っ ていく と の発言があり まし た。 昨今、 人権、 虐

待防止及び不適切保育への関心が高まっ ていますが、 こ れまでの経験の中で不適

切保育に遭遇し た事例はあり ますか。 事例がない場合は、 実際に不適切保育に遭

遇し た際、 園長候補者と し て、 どのよう に対応し ますか。  

遭遇し た事例はあり ません。 不適切保育については、 具体的な事例を 動画で示す

研修を実施し ており 、 職員全員で確認し 、 虐待に当たる行為について共通認識を

図っ ています。 虐待に対する認識が十分でない職員に対し ては、 直接声をかけて

指導し ています。 例えば、 食事の際に子ども へ完食を促す対応があっ た際には、

虐待に当たり 得る行為は何かと いう こ と を改めて確認し 合い、 完食を 強要し ない

よう 指導し まし た。 また、 年度当初には職員全員で虐待防止に関する講習を 受講

し ており 、 法人が実施する研修でも 子ども の人権を 取り 上げています。 こ れによ

り 、 全職員が虐待防止について学ぶ機会を確保し ています。  
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Ｃ 委員 

 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

Ｄ 委員 

 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ 委員 

 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

Ｄ 委員 

 

Ａ 事業者 

 

Ｄ 委員 

Ａ 事業者 

 

Ｄ 委員 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

Ｄ 委員 

 

 

プレ ゼンテーショ ン資料にこ ども 園が目指す未来を ピラ ミ ッ ド 型で表し た図があ

り ますが、 その中で園長候補者と し て自身の経験上の強みや能力を 最も 発揮でき

る部分はどこ か説明し てく ださ い。  

園長は、 直接保育に当たる職員を 支える立場であると 認識し ています。 職員がや

り がいを 持っ て保育にあたり 、 それぞれの力を 発揮でき る環境を整えるこ と が大

切です。 職員が保護者対応等で困っ た際には、 任せき り にせず責任者と し て対応

に加わるこ と を 意識し ています。 また、 Ｉ Ｃ Ｔ の活用等により 職員の負担を 軽減

するこ と で、 子ども と 関わる時間を 確保し ていき たいと 考えています。  

教育・ 保育人材の確保は難し い状況にあると 考えますが、 現在の離職率、 キャ リ

アアッ プに関する取組の成果及び研修の具体的な成果について説明し てく ださ

い。  

離職率は、 昨年度末時点で 6. 4 パーセント です。 人材確保が非常に難し い状況の

中、 法人と し て採用に力を 入れています。 従来の就職サイ ト による募集だけでは

採用が十分でないため、 在籍職員が知人等を 紹介するリ フ ァ ーラ ル採用を導入し

ています。 また、 アルムナイ 採用と し て、 過去に保育士と し て勤務し ていた方

や、 何ら かの事情で離職後に東京へ転居し た方等を 登録制で採用する取組も 行っ

ています。 さ ら に、 法人が運営する専門学校の卒業生も 採用し ており 、 即戦力の

確保やミ スマッ チの防止につながっ ています。 こ れまでは新卒採用が中心でし た

が、 中途採用の専門サイ ト も 活用し 、 即戦力と なる人材を 積極的に採用し ていく

方針です。  

欠員が発生し た場合、 本部によるバッ ク アッ プにはどの程度の時間を 要し ます

か。 また、 本部と し て、 園長に対し て具体的にどのよう な支援を 行う のか説明し

てく ださ い。  

欠員が生じ た場合は、 まず法人内の保育事業部が運営する複数の園の中で、 人員

に余裕のある施設から 応援職員を 配置するこ と を検討し ます。 それでも 補完でき

ない場合は、 他の事業部又は法人本部から 欠員を補充する体制を 整えています。

また、 採用についても 本部と 連携し 、 法人全体で計画的に取り 組んでいます。  

欠員等が生じ た場合でも １ ～２ か月と いっ た時間を 要するこ と なく 、 速やかにバ

ッ ク アッ プ体制を 整えるこ と ができ ると いう 理解でよろ し いですか。  

法人と し て多数の職員を雇用し ているため、 法人内で調整し 対応するこ と は可能

です。  

専門職についても 同様ですか。  

同様です。 保育士資格を有し ているも のの、 現在保育業務に従事し ていない職員

も 在籍し ているため、 そう し た人材の活用も 検討でき ます。  

障害者の法定雇用率達成に向けて計画を 持っ て取り 組んでいますか。  

昨年度末に、 定年等により 障害者雇用の対象と なる職員２ 名が離職し まし た。 今

年度４ 月以降、 ２ 名を 補充するこ と ができ まし た。 今後の達成に向けて、 障害者

雇用専門の紹介会社と 連携し ており 、 随時紹介を受けています。 業務内容と 応募

者の状況等を踏まえてマッ チングを 行い、 積極的に採用し ていく 方針で、 今年度

中に 2. 7 パーセント を 達成でき るも のと 考えています。  

不適切保育が発生し た場合の事務的な対応について伺います。 保護者から 申出が

あっ た際の記録、 マニュ アルに基づく 情報共有、 その後の保護者対応及び職員へ

の是正指導の流れについて、 事例を 交えて説明し てく ださ い。  
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Ａ 事業者 

 

 

 

 

 

 

 

Ｅ 委員 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

Ｅ 委員 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

Ｅ 委員 

 

 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

 

 

Ｅ 委員 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

Ｅ 委員 

Ａ 事業者 

 

保護者から 不適切保育に関する相談を受けた事例があり ます。 保護者から 、 保育

者が子ども に対し て不適切な発言を し たのではないかと の相談があり まし たが、

確認し たと こ ろ 、 実際には子ども から 保育者に発言し たも のでし た。 当該保育者

は担任ではなかっ たため、 その後は必要以上に関わら ないよう 配慮し まし た。 不

適切保育に関する申出は、 子ども 本人から ではなく 保護者から 寄せら れるこ と が

多いと 考えています。 申出があっ た場合は、 保護者から 詳細を 聴き 取り 、 関係職

員が判明し ている場合は本人から も 聞き 取り を 行います。 また、 園内では防犯カ

メ ラ を設置し ているため、 必要に応じ て映像を 確認し ています。  

マニュ アルの内容を職員に理解さ せ、 実践さ せていく ため、 どのよう な取組を行

う のか説明し てく ださ い。  

保育を実践する上での保育者の心得を定めています。 12 項目あり 、 毎月１ 項目ず

つ確認し 、 振り 返り を 行っ ています。 また、 年度末には保育評価シート を用いた

チェ ッ ク を 実施し 、 保育の質や姿勢について職員自身が評価し た上で、 上位者と

面談を行っ ています。 面談では、 仕事に向き 合う 態度や姿勢、 今後成長が期待さ

れる点、 マニュ アルの確認等について話し 合っ ています。  

保育を行う 上で重要な事項について、 職員の理解度を定期的に確認する取組は実

施し ていますか。  

理解度を 確認する取組は現時点では実施し ていませんが、 行動規範において、 子

ども への対応や倫理等に関するチェ ッ ク リ スト を研修形式で実施し 、 随時確認す

る流れと し ています。 また、 行動規範に関連する規定については、 現在整備を進

めています。 こ れら は法人全体の取組ですが、 保育の現場でも 活用でき るも のと

考えています。  

付加的サービ スについて、 法人内で運営し ている 施設において導入し ている 事例

はあり ますか。また、任意参加であるこ と を 踏まえ、付加的サービ スを 利用する子

ども と 利用でき ない子ども で差が生じ る 可能性があり ますが、 どのよう に考えて

いますか。  

法人内では、付加的サービスを 実施し ている施設があり ます。参加者は多く 、保護

者から も 反響があり まし た。開始し たばかり であるため、参加し ていない子ども へ

の影響については、今後の状況を注視する必要があると 考えています。複数の種類

のサービ スを 用意する こ と で、 子ども たち の関心が分散さ れる 面も ある と 考えて

います。また、習い事を園内で行う か園外で行う かの違いであり 、現在も 習い事の

ため途中で退園する 子ども も 多く いますので、 参加し ない子ども が不利益を 感じ

ていると いっ た状況は、 現時点では特に把握し ていません。  

子ども がけがを し た際の保護者対応について、園のみでの対応が困難な場合、本部

がどのよう な支援を行う のか、 事例を 交えて説明し てく ださ い。  

１ 歳児が転倒し 、口を 切るけがをし た際、保護者から 、保育者が転倒さ せたのでは

ないかと の疑念が示さ れた事例があり まし た。 園のみでの対応が困難であっ たた

め、本部の危機管理室が弁護士を交えて対応し まし た。防犯カ メ ラ の映像により 事

件性がないこ と を 確認でき 、 その後は危機管理室が保護者への説明等を 行いまし

た。  

早い段階で本部に引き 継いだと いう 理解でよろ し いですか。  

解決までに数か月を 要し まし たが、危機管理室が丁寧に対応し たこ と で、最終的に

収束するこ と ができ まし た。  
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Ａ 委員 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

Ａ 委員 

 

Ａ 事業者 

 

 

 

 

事務局 

 

阿部委員長 

Ｂ 委員 

 

 

 

 

 

 

Ｃ 委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ 委員 

 

 

 

 

 

 

 

副園長候補者に伺います。職員を まと め、それぞれが力を 発揮でき るよう にするた

め、 どのよう な点に留意し て取り 組んでいますか。  

大規模園であり 、多く の子ども と 職員が在籍し ています。毎朝各ク ラ スを 回り 、子

ども と 職員の様子を 確認し ています。 体調を 崩し た経験のある 職員や出産を 控え

た職員も おり 、また、近年は暑い日が続いているこ と から 、声をかけながら 見回る

よう にし ています。若手職員にと っ て、質問し にく い雰囲気は負担になると 考えて

いるため、 日頃から 気軽に相談でき るよう 声かけを 行っ ています。  

近年、猛暑が続く 中で、散歩や屋外での遊びにも 影響があると 考えます。子ども た

ちを 守るために、 どのよう なこ と を 心がけていますか。  

園は床面積が広く 環境に恵まれているため、 広い廊下を遊び場と し て活用し たり 、

階段にマッ ト を 敷いて滑り 台のよう に使用し たり し ています。また、ホールでボー

ル遊びやゲームを 行う など、 室内でも 体を動かせる機会を 確保し ています。  

 

３  第二次審査採点及び指定管理者候補者の選定について 

集計の結果、 第二次審査については事業者Ａ が 500 点満点中 335 点と なり まし た。

事業者Ａ の第一次審査・ 第二次審査の合計点は、 1, 500 点満点中 1, 090 点です。  

第二次審査における事業者Ａ の評価について、 各委員から 講評を お願いし ます。  

園長候補者の資質を 確認する質問を行いまし たが、 あまり 期待し ていた回答では

なかっ たため３ 点にし まし た。 特に、 マニュ アルを 十分に整備し ていると の説明

はあり まし たが、 その内容を職員や保護者に分かり やすく 伝え、 実践につなげる

こ と ができ るかについては、 今後の取組を確認し ていく 必要があると 考えます。

一方で、 副園長候補者や法人本部職員が現状・ 課題を理解し た上で明確に受答え

し ており 、 園長と のタ ッ グが期待でき ると 感じ まし た。 ３ 者がサポート し 合う こ

と で、 良い運営ができ るよう 期待し ます。  

第二次審査では園長候補者の考え方や対応力を重視し て評価し まし た。 プレ ゼン

テーショ ンは、 事業者と し て強調し たい提案やこ れまでの園運営の中で行っ てき

た実績、 アピールし たい部分に具体性が無く 、 訴えかける情報が少ないと の印象

を持ちまし た。 また、 資料についても 情報量が少なく 、 他の事業者と 比較し て訴

求力にやや課題があると 感じ まし た。 園長候補者の評価については、 他の項目も

踏まえ総合的に判断し 、 運営を任せら れるレ ベルであると の評価はし ています。

し かし 、 人権や虐待、 不適切保育のマニュ アルに関する質問については、 真摯に

回答し よう と する姿勢は見ら れたも のの、 虐待防止の回答に終止し ていたため質

問の把握力も 十分ではあり ませんでし た。 最終的には、 人権・ 虐待防止・ 不適切

保育への専用の対応マニュ アルは用意し ておら ず、 一括で安全行動マニュ アルに

集約さ れていると の回答で、 十分ではないと 感じ まし た。  

施設規模の大き さ を踏まえ、 緊急時の欠員補充体制などを 確認し まし た。 欠員時

の体制を 含めて、 全体的に本部のバッ ク アッ プ体制がし っ かり し ており 、 大規模

園であっ ても 安定し た体制が見込めます。 一方で、 園長候補者への質問に対し 、

法人本部や副施設長候補者で補足し 合う 場面が少なく 、 連携面では今後状況を確

認し ていく 必要があると 考えます。 不適切保育に関する質問では、 マニュ アルに

基づく 対応手順や法人による支援体制について、 より 体系的な説明があると 、 さ

ら に分かり やすかっ たと 感じ まし た。 マニュ アル整備についての回答が的確でな

い場面も あり まし たが、 今後更新し ていく と の説明も あっ たこ と から 、 今後の改
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Ｅ 委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ 委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿部委員長 

 

阿部委員長 

 

 

 

事務局 

阿部委員長 

 

善に期待し ます。  

評価点は他の委員と 比較し てやや高めと し まし たが、 事業を 担う こ と への積極性

は今一つと 感じ まし た。 園長候補者は、 豊富な経験ゆえ、 質問に対する回答が長

く なり がちで的確ではなかっ たも のの、 回答し よう と 努力する姿勢は感じ ら れま

し た。 マニュ アルの実効性の確認については、 マニュ アルをただ整備するのでは

なく 、 その内容を研修や自己点検と いう 形で定期的に職員に周知し ているこ と が

確認でき 、 安心し た運営が可能と 判断し まし た。 苦情対応や保護者対応と いっ た

運営面においては、 本部の体制が整っ ていると 受け止めまし た。 園と し ての主体

性については今後さ ら に発揮さ れるこ と を 期待し ますが、 法人全体と し ては安定

し た運営が期待でき ると 判断し 、 評価し まし た。  

保育や運営に関する考え方は基本に沿っ たも のであり 、 法人の安定性に支えら れ

ている点から 、 運営を 任せるこ と について大き な支障はないと 判断し まし た。 し

かし 、 当該施設は規模が大き く 、 多様な魅力を有する施設であるため、 保育を主

体的に創造し 、 より 独自性のある考え方や工夫を発信し ていく こ と は今後の課題

であると 感じ まし た。 提案内容の目新し さ や独創性はやや欠けていますが、 その

実現性や子ども たちを 安全に預かっ ていく と いう 堅実性や安定性については間違

いないと 思いまし た。 提案書により 必要な事項は確認でき ており 、 全体と し て、

安定し た子ども の生活を保障でき る点を評価し まし た。  

 

各委員から の講評を 踏まえ、 採点を 変更する委員はいら っ し ゃ いますか。  

（ 一同なし ）  

採点の変更がないため、 事業者Ａ を指定管理者候補者と し て選定するこ と と し て

よろ し いでし ょ う か。  

（ 全委員了承）  

事務局から 、 応募事業者名の発表を お願いし ます。  

応募事業者は「 公益財団法人東京Ｙ ＭＣ Ａ 」 です。  

当委員会と し て、「 公益財団法人東京Ｙ ＭＣ Ａ 」 を指定管理者候補者と し て選定し

ます。  

 

４  閉会 
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I 施設の概要 

 

１ 指定管理制度導入の趣旨 

 港区では、 多様化する区民ニーズへの柔軟かつ迅速な対応や効率的で効果的な区民

サービスを提供するため、公の施設の管理・ 運営を包括的に委任する指定管理者制度を

積極的に導入しています。  

今回、「 港区立芝浦アイランド こども園」 の管理・ 運営について、 民間事業者等が持

つノ ウハウやアイデア、専門性などを活用するため、指定管理者を広く 募集します。応

募にあたっては、「 港区指定管理者制度運用指針」（ 別紙１ ） に基づく 区の方針を十分に

認識し、また、施設の設置目的等を理解のう え、本要項に基づく 創意工夫のある提案を

期待しています。  

 

２ 芝浦アイランドこども園の設置目的 
本施設は学校教育法に基づく 幼児教育と児童福祉法の規定に基づく 保育を行う 、 教

育及び保育機能を持ち合わせた保育所型認定こども園です。幼稚園、保育園のそれぞれ

のよさを生かし、 乳幼児期にふさわしい生活が保障された０ 歳から小学校入学前まで

の一貫した教育及び保育を行います。  

港区では、核家族や共働き世帯の増加により 保育需要が増加するとともに、保護者の

就労形態が多様化し、 都心区ならではの保育サービスが求められています。  

区は、これまでも区立保育園の新設や改築、港区保育室の設置及び私立認可保育園の

誘致など多様な手法により 保育定員の確保を図るとともに、 延長保育や休日保育を実

施し、 保育サービスの充実を目指しています。  

本施設は１ ９ １ 名という 大規模な定員を確保するとともに、夜間の延長保育や日曜・

祝日の休日保育、子育て支援事業の実施、学級主任や幼児教育を行う 学級担任の専任配

置など、幼児教育・ 多様な保育サービスを提供し、地域の子育てを支える認定こども園

を目指しています。  

 

３ 施設の概要  

(１)名称等  

 

名称 所在地 竣工年月 
構造 

階数 

敷地 

面積 

（ ㎡）  

延床 

面積 

（ ㎡）  

港区立芝浦

アイランド  

こども園 

芝浦四丁目

２ ０ 番１ 号 

平成１ ９ 年

４ 月 

ＲＣ 造一部Ｓ 造 

地上４ 階、  

地下１ 階建 

1, 800. 00 1, 832. 90 
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施設概要 

ht t ps: //www. t okyoymca. or g/chi l dcar e/shi baur a-kodomo/ 

 

（２）開設年月日 

平成１ ９ 年４ 月１ 日 

 

（３）開園日及び保育時間 

年末年始（ １ ２ 月３ １ 日及び１ 月１ 日～３ 日） を除く 毎日 

 基本保育 延長保育 

月曜～金曜 ７ ： １ ５ ～１ ８ ： １ ５  １ ８ ： １ ５ ～２ ２ ： ０ ０  

土曜、 日曜・ 祝日 ７ ： １ ５ ～１ ８ ： １ ５  実施しません 

※ただし、 区長が必要と認めるときは、 変更する場合があり ます。  

 

保育時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※三季休業とは、 夏季・ 冬季・ 春季の休業日をいいます。  

（ 夏季休業日７ 月２ １ 日～８ 月３ １ 日、 冬季休業日１ ２ 月２ ６ 日～１ 月７ 日、 春季休

業日３ 月２ ６ 日～４ 月５ 日）  

 

 

（４）園の内容及び定員 

学校教育法に基づく幼児教育と児童福祉法に基づく保育を行う、教育及び保育機能

を持ち合わせた保育所型認定こども園として、幼児教育及び基本保育のほか、延長保

育、休日保育、年末保育を行うとともに、一時保育（１日定員２０名）や園庭開放、保育園

であそぼうなど、在宅子育て家庭の親子向けの各種事業を実施します。 
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※待機児童の状況により 、 定員を変更する場合があり ます。  

 

 

（５）併設施設の概要 

芝浦アイランド 児童高齢者交流プラザ 

ア 所在地 ３ 階、 ４ 階（ 高齢者プラザ事業、 学童クラブ事業）  

イ 延床面積 1, 928. 30 ㎡  

ウ 開館日および開館時間 

事業 開館日及び開館時間 

高齢者プラザ 通年〔 １ 月１ 日～１ 月３ 日及び１ ２ 月３ １ 日を除く 〕  

通年９ ： ３ ０ ～２ ０ ： ０ ０  

学童クラブ ① 月～金曜日 

下校時～１ ８ ： ３ ０  

② 土曜日 

８ ： ３ ０ ～１ ７ ： ０ ０  

③ 三季休業期間の平日 

〔 国民の祝日、 １ ２ 月２ ９ 日～３ １ 日、 １ 月２ 日～３ 日を除く 〕 

８ ： ３ ０ ～１ ８ ： ３ ０  

 

（６）指定管理料等 

本施設の過去の指定管理料等については、 下表のとおり です。  

なお、記載額は過去の実績を参考として示したものであり 、本提案における指定管

理料の上限額ではあり ません。  

 

 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

収入 320, 210, 352 円 330, 098, 308 円 339, 802, 224 円 

 指定管理料 320, 210, 352 円 330, 098, 308 円 339, 802, 224 円 

 ０ 歳児 １ 歳児 ２ 歳児 ３ 歳児 ４ 歳児 ５ 歳児 計 

１ 号認定     １ ０  １ ０  ２ ０  

２ 号認定    ３ ２  ４ ２  ４ ２  １ １ ６  

３ 号認定 １ ５  １ ８  ２ ２     ５ ５  

計 １ ５  １ ８  ２ ２  ３ ２  ５ ２  ５ ２  １ ９ １  

クラス数 １  １  １  ２  ２  ２  ９  

支給認定区分 対象となる子ども 

１ 号認定 満３ 歳以上の就学前の子ども（ ２ 号認定を除く ）  

２ 号認定 
満３ 歳以上で保護者の就労や疾病などにより 、 家庭での保育が困難

な子ども 

３ 号認定 
満３ 歳未満で保護者の就労や疾病などにより 、 家庭での保育が困難

な子ども 
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支出 319, 474, 926 円 329, 964, 964 円 338, 177, 029 円 

 職員人件費 227, 753, 141 円 238, 313, 993 円 244, 342, 889 円 

光熱水費 10, 833, 116 円 9, 946, 213 円 9, 654, 866 円 

修繕費 6, 737, 995 円 6, 931, 771 円 7, 925, 841 円 

 事業運営費 31, 023, 929 円 30, 964, 824 円 30, 733, 697 円 

施設管理経費 16, 041, 308 円 16, 430, 904 円 17, 768, 220 円 

その他経費 27, 085, 437 円 27, 377, 259 円 27, 751, 516 円 

※指定管理料は、項番Ⅱ４（ １ ） における予算額と実績額の差額を清算した後の指定管

理料の額です。  

※自主事業に係る収入及び経費は含みません。  

 

４ 指定期間 
  令和９ 年４ 月１ 日から令和１ ９ 年３ 月３ １ 日まで（ １ ０ 年）  
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Ⅱ 指定管理者が行う業務 
  

１ 事業運営 

（１）基本事業 

ア 児童福祉法第２ ４ 条２ 項の規定に基づく 午前７ 時１ ５ 分から午後６ 時１ ５ 分ま

での基本保育の実施に関すること。  

イ 港区延長保育実施要綱に基づく 午後６ 時１ ５ 分から午後１ ０ 時までの延長保育

の実施に関すること。  

ウ 港区休日保育及び年末保育に関する事務取扱要綱に基づく 休日保育及び年末保  

育 

エ 港区立保育園における一時保育に関する事務取扱要綱に基づく 一時保育 

オ 学校教育法第２ ３ 条各号に掲げる目標を達成するために必要な保育の実施に関

すること。  

カ 幼児教育を実施する時間外に幼児教育を受けている児童に対し行う 預かり 保育

の実施に関すること。  

キ 就学前の子どもに関する教育、 保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２

条第１ ２ 項に規定する子育て支援事業の実施に関すること。  

ク 保護者、地域関係者、その他関係機関の意見を事業運営に反映させるためのこど

も園評議員会の設置・ 運営に関すること。  

ケ 在宅子育て支援策として、 保育園であそぼう 事業等親子向け事業 

   ※保育園に入園していない就学前の子どもとその保護者を対象に、 区立園の持

つ力を提供し、楽しく 子育てができるよう に支援するとともに、地域との交流

関係を広げる事業をいいます。  

コ 地域の保育園、 子育て支援施設等による園庭等の利用に関すること。  

サ と う きょ う  すく わく プログラム推進事業実施要綱に基づく 事業の実施及びこ

れに付随する業務に関すること。  

シ その他区長が区立認定こども園の管理運営に必要と認めること。  

 

（２）提案事業 

特色のある特別保育事業や在宅子育て支援策（ 運営団体として実施予定のもの）を

提案してく ださい。事業を計画する場合は、本施設が区立認定こども園であることを

十分に認識の上、 地域の特性を踏まえた効果的な事業を提案してく ださい。  

なお、提案事業は、事前に区と協議の上決定し、指定管理料の範囲内で実施します。 

 

（３）自主事業 

    上記（ １ ）（ ２ ） のほか、 本施設の設置目的に合致し、 かつ、 本業務の実施を妨
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げない範囲で、 施設の利用率向上等を図るための事業を自主的に行う ことができ

ます。  

    なお、自主事業は、事前に区と協議の上決定し、事業に係る経費は事業者の負担

とします。  

 

（４）職員体制 

児童福祉法最低基準及び子ども・ 子育て支援法に基づく 配置基準並びに区の職員

定数配置基準を遵守し、 事業を実施するための必要な知識、 知能及び経験等を有す

る職員を配置し、 施設の管理運営に支障がないよう に配慮してく ださい。  

また、 公の施設としての心構えを認識し、 従事職員教育、 接遇教育等を徹底し、

利用者及び区民への接遇等が常に良好となるよう 努めてく ださい。  

ア 指定管理者は、 施設の管理運営を適正に行う ため、 業務全体を総合的に把握し

調整する施設等管理責任者を定めること。  

イ 指定管理者は、 業務基準書に掲げる業務を実施するため、 必要な知識、 技能及

び経験等を有する職員を配置し、 施設の管理運営に支障がないよう に配慮するこ

と。  

ウ 指定管理者は、「 指定管理施設雇用区分確認表」 に基づく 従事職員の名簿等を

指定管理業務開始前に区に提出すること。 また、  従事職員を変更する場合に

は、 事前に区に報告すること。  

エ 指定管理者は、 従事職員に公の施設の職員として相応な服装を着用させるもの

とし、 業務に支障のない限り 名札を着用させること。  

オ 指定管理者は、 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準に定める職員を従事

職員として配置すること。 ただし、 区の職員定数配置基準を遵守し、 １ 歳児クラ

スについては、 児童５ 人につき、 保育士を１ 人以上配置すること。  

カ 配置する職員の具体的な基準は次のとおり とする。  

なお、 指定期間開始時における園長・ 副園長については、 特段の事情がない限

り 、 公募提案時に提案を行った者を配置すること。 また、 園長・ 副園長を交代す

る場合は、 後任の経歴等を提出し、 事前に区と協議を行う ものとする。  

（ ア） 園長は、 保育士資格と幼稚園教諭免許を併有する者を、 専任で１ 名配置する

こと。 これまでに認可保育園及びこれに類する施設に施設長として１ 年以上勤

務したことがある者を配置すること。  

（ イ） 副園長は保育士資格と幼稚園教諭免許を併有する者を、 専任で２ 名配置する

こと。 クラス担任として３ 年以上の経験がある者、 または、 これまでに認可保

育園及びこれに類する施設に主任として１ 年以上勤務したことがある者を配置

すること。  

（ ウ） 保育士資格と幼稚園教諭免許を併有し、 幼児教育の経験を持つ指導的立場の
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学級主任を専任で１ 名以上配置すること。  

（ エ） ０ 歳から２ 歳児の保育については、 保育士資格を有する職員を配置するこ

と。 また、 ３ 歳から５ 歳児の保育・ 教育については、 学級担任として、 保育士

資格と幼稚園教諭免許を有する職員を配置すること。  

保育士及び学級主任に関しては各クラスにクラスリ ーダーを配置し、 クラス

担任の年度途中の交換は行わないよう 努めること。  

クラスごとに以下の配置基準以上の保育士を設置すること。  

０ 歳児（ ３ 対１ ）、 １ 歳児（ ５ 対１ ）、 ２ 歳児（ ６ 対１ ）、 ３ 歳児（ １ ５ 対１ ）、  

４ 歳児（ ２ ５ 対１ ）、 ５ 歳児（ ２ ５ 対１ ）  

（ オ） 園児の健康管理を行う 看護師を１ 名以上配置すること。  

（ カ） 栄養士を１ 名配置し、 アレルギー対応、 食形態対応等、 児童の状況に応じた

食事を提供すること。  

（ キ） 一時保育には、 前記（ ４ ） オとは別に、 定員２ ０ 名の受入れを可能とする職

員数を配置すること。  

（ ク） 保育総定員に応じたローテーショ ン対応の保育士として、 適切な人数を配置

すること。  

（ ケ） 障害児対応として、 港区立保育園等における障害児等保育実施要綱に基づ

き、 適切な人員を配置すること。  

 

２ 施設の維持管理 

（１）施設の維持管理業務 

本施設は芝浦アイランド 児童高齢者交流プラザとの複合施設です。 主たる管理者

はこども園の指定管理者とし、 施設全体で利用する共用部や設備の管理にかかる業

務を行う ことになり ます。  

運営にあたっては、 施設を所管する課と日常的に連携を図るとともに、 港区環境

方針に基づき、 省エネルギー、 省資源、 グリ ーン購入に努めてく ださい。 指定管理

者が行う 維持管理に関する業務は、 下記のとおり です。 詳細については、 業務基準

書及び業務仕様書を参照してく ださい。  

ア 施設の日常・ 定期・ 特別清掃及び環境衛生管理を行う こと。  

イ 消防設備、 電気設備、 給排水設備及び建築設備などの保守点検等を行う こと。  

ウ 廃棄物の処理を行う こと。  

エ 調理室内の給食設備点検（ 食器洗浄機の清掃含む） を行う こと。  

オ 調理室及び調乳室の水質検査を行う こと。  

カ 警備業務を行い、 侵入者に対する万全の対策を行う こと。  

キ 学校１ １ ０ 番非常通報装置点検を行う こと。  

ク 植栽の管理（ 害虫駆除を含む） を行う こと。  
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ケ その他下記の業務を行う こと。  

（ ア） 施設・ 付属設備の管理及び物品等の取扱いに関する業務 

（ イ） １ 件２ ０ ０ 万円（ 税込） 以下の軽易な修繕及び整備 

（ ウ） 施設内の清潔の保持、 整頓その他の環境整備に関する業務 

 

（２）安全・安心に関する業務 

ア 災害や事故の発生などの緊急時において、 「 港区危機管理基本マニュ

アル」 （ 別紙２ ） に基づき 、 「 緊急対応マニュ アル」 を 作成し 、 利用者

等の避難誘導、 関係機関への通報、 傷病者の医療機関への搬送の付き 添

い、 安全確保、 通報・ 連絡等の迅速かつ的確な対応を 行う こ と 。  

イ  児童の安全確保を図るため、 保育園設備の安全点検、 職員や児童の園

外での活動、 取組等における安全確保に関する指導、 職員の研修及び訓

練その他日常生活における安全に関する事項について定めた「 安全計

画」 を 作成するこ と 。 また、 安全計画を 職員や保護者に対し 周知すると

と も に、 研修及び訓練を 定期的に実施するこ と 。  

ウ 感染症や非常災害の発生時において、 利用者に対する継続的な支援の

提供及び早期の業務再開を図るため、 「 業務継続計画」 を 作成し 、 必要

な研修及び訓練を 定期的に実施するこ と 。 また、 感染症及び食中毒の予

防及びまん延防止のための研修や訓練を 実施するこ と 。  

エ 休日・ 夜間の連絡体制を確立すること。  

オ 区有施設等安全点検及び点検報告(日常点検・ 総点検・ エレベーター点検確認)

「 港区有施設の安全管理に関する要綱」（ 別紙３ ）、「 港区有施設安全管理業務実

施要領」（ 別紙４ ） に基づく 安全管理体制の整備、 日常安全点検等を実施するこ

と。  

カ 災害等に際して、 従事職員及び一時的に施設に滞在することになった利用者の

食料や飲料水等を購入し、 適切に管理すること。 指定期間満了時において消費期

限を超えていない物については、 次期指定管理者に引き継ぐこと。 なお、 現在の

備蓄物資は別紙５ のとおり であり 、 購入にかかる費用は区が指定管理料で措置す

る。  

キ 震災・ 風水害及び新型イ ンフ ルエンザが発生し た場合を 想定し 、 「 港

区業務 継続計画」 に基づき 、 開館時間外の災害その他あら ゆる緊急事

態、 非常事態に際し て、 従事職員用の食料等の確保や業務体制の整備な

ど速やかに対応でき る体制を 整えるこ と 。 なお、 港区防災対策基本条例

の規定に基づく 、 事業者の責務を負う も のと する。  

ク  Ａ Ｅ Ｄ日常作動点検を行い、 保守管理を行う こと。 また、 緊急時には迅速に活

用できるよう 、 日頃より 操作訓練・ 普通救命講習受講等を行う こと。  
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ケ 上記アから ク までを 適切に遂行するための「 児童施設災害時行動マニ

ュ アル」 の作成、 職員研修の実施等を行う こ と 。 なお、 各マニュ アル及

び計画は定期的に見直し を行い、 必要に応じ て区と 協議の上、 計画の変

更を行う も のと する。  

コ  園児に対する見守り 、 声掛け、 相談、 児童虐待が疑われる場合には、 子ど

も家庭支援センターへの引継ぎなどの様々な支援を行う こと。  

サ 区実施の総合防災訓練等に協力するほか、 災害時は区の指示に基づき区

民の安全確保のため協力すること。  

シ 管理する個人情報の保護をはじめ情報セキュリ ティ については、 本業務に従事

するすべての者が「 港区情報安全対策指針」 を遵守し、 漏えいの防止等の適正な

管理に努めること。  

ス 園庭等を地域の保育園、 子育て支援施設等に利用させるにあたり 、 園児や利用

者等の安全を確保するため、 必要な措置をとること。  

セ 管理する個人情報の保護をはじめ情報セキュリ ティ については、 本業務に従事

するすべての者が「 港区情報安全対策指針」（ 別紙６ ） を遵守し、 漏えいの防止等

の適正な管理に努めること。  

ソ 本施設は複合施設であるため、芝浦アイランド 児童高齢者交流プラザと協力し、

非常時に備え協力体制を整えるとともに日常訓練を行う こと。  

 

 

３ 管理運営の基準 

（１）関係法令の遵守 

指定管理者は、 以下に掲げるものをはじめとした関係法令等を遵守し、 施設の管

理運営を行ってく ださい。  

ア 児童福祉法 

イ 子ども・ 子育て支援法 

ウ 港区立認定こども園条例及び施行規則 

エ 港区保育の実施に関する条例及び施行規則 

オ 港区立保育園における一時保育に関する事務取扱要綱 

カ 港区立保育園等における障害児等保育実施要綱 

キ 港区休日保育及び年末保育に関する事務取扱要綱 

ク 港区延長保育実施要綱 

ケ とう きょ う  すく わく プログラム推進事業実施要綱 

コ 地方自治法 

サ 労働関係法（ 労働基準法、 最低賃金法、 労働安全衛生法等）  

シ 食品衛生法 
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ス 個人情報の保護に関する法律 

セ 港区情報公開条例及び施行規則 

ソ 港区環境基本条例 

タ 港区廃棄物の処理及び再利用に関する条例及び施行規則 

チ 港区区有施設の安全管理に関する要綱 

ツ 港区防災対策基本条例 

テ 港区立認定こども園運営協議会設置要綱 

ト  東京都認定こども園の認定要件に関する条例 

ナ 港区暴力団排除条例 

ニ 障害者の雇用の促進等に関する法律 

ヌ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

ネ その他施設の管理運営業務及び各種事業実施に関わる各種法令・ 条例等 

 

（２）区が定める指針等の遵守 

   下記の主な方針等を十分認識の上、 積極的に区と連携してく ださい。  

ア 港区指定管理者制度運用指針 

イ 港区情報安全対策指針 

ウ 港区環境マネジメ ント システムハンド ブッ ク 

エ 港区区有施設受動喫煙防止対策基本方針 

オ 港区行政情報多言語化ガイド ライン  

カ （ 公社） 港区シルバー人材センター及び区内障害者授産施設等への優先発注 

キ 区内中小事業者への優先発注 

ク 港区の契約における暴力団等排除措置要綱 

ケ 港区職員のハラスメ ント の防止等に関する要綱 

コ 港区職員接遇マニュアル「 あったかマナーみなと」  

サ 港区職員の障害を理由とする差別の解消の推進に関する要綱 

シ 港区が発注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に関

する要綱 

ス その他施設の管理運営業務及び各種事業実施に関わる指針等 

 

（３）個人情報保護  

   指定管理者は、 指定管理業務を行う にあたり 、 個人情報を取り 扱う 場合は、 関係

法令等を遵守し、 その取扱いに十分留意し、 漏えい、 滅失及びき損の防止、 その他

の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じてく ださい。   

 

（４）再委託の禁止  
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指定管理業務の全部又は主たる部分を再委託することはできません。   

ただし、清掃・ 警備及び設備の保守点検など専門性の高い個別業務等については、

区の事前承認を得た場合に限り 、 再委託ができます。   

再委託を行う 場合においては、 区内中小企業やシルバー人材センターなどを積極

的に活用してく ださい。   

 

（５）地域との連携 

ア 地元町会・ 自治会や、 その他保育園、 幼稚園、 小学校、 子育て支援施設等、 地

域と良好な関係を築く ため、 地域の行事やイベント に参加する等、 積極的に地域

との交流を図ること。  

イ 区が主催する園長会、 芝浦港南地区管内の地区運営会議等に参加し、 情報共有

や連携に努めること。  

  

（６）区と指定管理者の役割及び管理責任の分担  

ア 役割分担（ ◎： 主体的な役割 ○： 補助・ 助言・ 指導する役割）  

項  目 港区 指定管理者 

設置者としての責務 ◎ － 

芝浦アイランド こども園の管理運営 
○ 

条例・ 規則事項 
◎ 

 施設の管理（ 設備、 物品の管理）  ○ ◎ 

施設の占用・ 行為許可 ◎ － 

苦情対応 ○ ◎ 

緊急時の対応（ 事件・ 事故等）  ◎（ ※）  ◎（ ※）  

施設の安全対策（ 安全点検・ 整備・ 改修等）  ◎（ ※）  ◎（ ※）  

広報・ PR ○ ◎ 

事業運営 ○ ◎ 

（ ※） 設置者としての責任は港区にあり、 管理責任は指定管理者にあることを示します。  

 

イ 管理責任の分担（ ○： 主たる分担者）  

項   目 
管理責任分担 

港区 指定管理者 

１  法令等の変更 

(1)  
指定管理業務に影響を及ぼす法令等

の変更 
○  

( 2)  
上記以外の指定管理者自身に影響を

及ぼす法令等の変更 
 ○ 

２  税制の変更 (1)  
指定管理業務に影響を及ぼす税制の

変更 
○  
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( 2)  上記以外の一般的な税制の変更  ○ 

３  物価変動 (1)  
指定期間中の物品費、人件費等物価変

動に伴う 経費の増加 
 ○ 

４  金利変動 (1)  
指定期間中の金利変動に伴う 経費の

増加 
 ○ 

５  書類 

(1)  区が作成した書類に起因する事項 ○  

( 2)  
指定管理者が作成し た書類に起因す

る事項 
 ○ 

( 3)  
両者記名捺印し た協定書に起因する

事項 
相互で協議 

６  指定管理者の指定 

(1)  
区の事由により 指定管理者の指定が

議会で議決されない場合 
○  

( 2)  

指定管理者候補者の事由により 指定

管理者の指定が議会で議決さ れない

場合 

 ○ 

７  
指定管理業務の変更及

び経費の変動 

(1)  
区の事由による指定管理業務の変更

に伴う 経費の増加 
○  

( 2)  
上記以外の事由による指定管理業務

の変更及び経費の増加 
 ○ 

８  住民対応 

(1)  地域との協調  ○ 

( 2)  
指定管理業務及び自主事業の内容に

対する住民からの苦情、 要望等 
 ○ 

( 3)  上記以外の区政全般への苦情、要望等 ○  

９  環境問題 

(1)  
施設又は用地からの有害物質等の発

生 
○  

( 2)  

指定管理業務及び自主事業に起因す

る有害物質の排出・ 漏洩、騒音、振動、

光、 臭気等に関するもの 

 ○ 

10 不可抗力 

(1)  

不可抗力（ 暴風、 豪雨、 洪水、 地震、

落盤、 火災、 争乱、 暴動その他の区又

は指定管理者の責めに帰すこと ので

きない自然的又は人為的な現象） によ

る被害の発生、 拡大及び施設・ 設備の

復旧 

○  

( 2)  

不可抗力によるもので、指定管理者の

対応の遅れ、施設管理の不備等による

被害の発生、 拡大及び施設・ 設備の復

旧 

 ○ 

11 施設の損傷 

(1)  
指定管理者の故意又は過失によるも

の 
 ○ 

( 2)  施設の設計・ 構造上の瑕疵によるもの ○  

( 3)  
上記以外の経年劣化、 第三者行為（ 相

手方が特定できないもの） 等によるも
○  
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の（ １ 件２ ０ ０ 万円を超えるもの）  

( 4)  

上記以外の経年劣化、 第三者行為（ 相

手方が特定できないもの） 等によるも

の（ １ 件２ ０ ０ 万円以下のもの）  

 ○ 

12 備品（ Ⅰ種） の損傷 

(1)  
指定管理者の故意又は過失によるも

の 
 ○ 

( 2)  

上記以外の経年劣化、 第三者行為（ 相

手方が特定できないもの） 等によるも

の 

○  

13 施設等の保守点検 

(1)  区の事由による保守点検の増加 ○  

( 2)  
指定管理者の責め及び保守点検の不

備による保守点検の増加 
 ○ 

14 第三者への賠償 

(1)  
指定管理者の責めに帰すべき事由に

より第三者に生じた損害 
 ○ 

( 2)  
上記以外の事由により 第三者に生じ

た損害 
○  

15 セキュリティ  

( 1)  
指定管理者の警備不備による情報漏

洩、 犯罪発生等 
 ○ 

（ 2）  
上記以外の事由による情報漏洩、犯罪

発生等 
○  

16 使用料等の管理 (1)  

施設利用者から徴収又は収納し た使

用料、区から予め交付した還付のため

の使用料、 事業に伴う 金銭の盗難・ 紛

失 

 ○ 

17 指定期間の終了 

(1)  

指定期間終了の場合（ 指定期間の満了

以前の取消し等による場合を含む。）

における区又は区が指定するものに

対する業務の引継ぎに要する費用 

 ○ 

( 2)  

指定期間終了の場合（ 指定期間の満了

以前の取消し等による場合を含む。）

における原状復帰に要する費用 

 ○ 

（ 備考）  

２ -( 1)  消費税率の変更を想定した規定です。  

２ -( 2)  収益関係税、外形標準課税など指定管理者自身に影響を及ぼす税制の変更

を想定した規定です。  

 

４ 運営経費に関する事項 
（１）指定管理料の支払  

指定管理料は、提案のあった額を上限とし、区の予算の範囲内で支払う ものとしま

す。 支払方法、 支払時期については、 基本協定書・ 年度協定書で定めます。  

資金・ 収支計画書及び受託経費見積書は、区が定める次の６ つの経費区分に従う と

ともに、 人件費や物価の変動の影響を考慮の上、 作成してく ださい。  

なお、原則、経費区分間の流用はできないものとし、やむを得ない理由で流用する

際は、 区と協議の上決定するものとします。  
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ア 職員人件費 施設に勤務する職員等（ 職員配置表に記載した職員等） に

かかる人件費 

 

※ 職員配置表で配置することとした職員の人件費について積算

してく ださい。  

※ 人件費の積算に当たっては、 職員の定期昇給を加味してく だ

さい。また、区が定める最低賃金水準額を遵守してく ださい。

（ 最低賃金水準額については項番Ⅱ４ （ ２ ） を参照）  

※ 事業計画に基づく 施設職員の確実な配置及び当該職員の人件

費を保障する観点や、 指定管理者の経営努力による経費節減

が見込まれないことから、 予算額と実績額の差額（ 余剰金）

を清算します。 清算方法の詳細については、 基本協定書で定

めます。  

※ 「 施設型給付費等に係る処遇改善等加算について」（ こども家

庭庁成育局長及び文部科学省初等中等教育局長連名通知） に

基づく 賃金改善及び東京都の定める「 保育士等キャリアアッ

プ補助金交付要綱」 と同様のキャリアアップに向けた取組を

行ってく ださい。  

※ 嘱託医の選任、 報酬支払いは港区が行う ため、 指定管理料に

は含めないでく ださい。  

イ 光熱水費 施設の維持管理に必要な電気料金、 ガス料金、 水道料金等 

 
※ 光熱水費（ 電気、 ガス、 水道代） については、 予算額と実績

額の間に乖離が生じる可能性が高いことから、 予算額と実績

額の差額（ 余剰金） を清算します。 清算方法の詳細について

は、 基本協定書で定めます。  

※ なお、 供給事業者への支払いはこども園が行いますが、 経費

はプラザと面積按分を行い清算します。  

ウ 修繕費 

 

施設や設備等の修繕、 備品等の修理に必要な経費 

 

※ 併設施設との共用部（ 吹き抜け部分含む。） については、こど

も園で修繕を行います。  

※ 指定管理者が作成した修繕計画に基づき区が優先順位を設定

し、 １ 件２ ０ ０ 万円（ 税込） 以下の建物躯体や建物設備の保

全のための軽易な修繕及び整備費用（ 併設施設部分を含む。）

については、 指定管理料に含めます。  

※ １ 件２ ０ ０ 万円（ 税込） を超える修繕又は修理は、 指定管理

料とは別に区が実施します。  

※ 予算額と実績額の間に乖離が生じる可能性が高いことから、  

予算額と実績額の差額（ 余剰金） を清算します。清算方法の

詳細については、 基本協定書で定めます。  
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エ 事業運営費 

 

施設で実施する各種事業に必要な経費 

 

※ 当該経費について清算はありません。 ただし、 事業の中止等

で実績が事業計画における見込みを下回ったことによる執行

残額は区に返還します。 清算方法の詳細については、 基本協

定書で定めます。  

オ 施設管理経費 施設の維持管理に必要な保守・ 検査業務、清掃業務、警備業

務、 廃棄物処理等にかかる経費 

 

※ 当該経費について清算はありません。 ただし、 事業の中止等

で実績が事業計画における見込みを下回ったことによる執行

残額は区に返還します。 清算方法の詳細については、 基本協

定書で定めます。  

※ エレベータの保守点検等については、 給食配膳用の１ 台をこ

ども園で行い、 他乗用の２ 台についてはプラザで行います。  

カ その他経費 本社（ 本部） 等が労務管理などの業務を一括して行う ため

に施設（ 事業所） が負担する経費、施設を本社（ 本部） 等が

支援するために必要な経費、 企業の利益など、 上記のア～

オのいずれにも該当しない経費 

 

※ 「 その他経費」 は、 一括計上は不可です。 次の内訳に基づい

て記載してく ださい。  

※ 経費の計上にあたっては、 本社が担う 役割や業務内容、 利益

の算定方法等、 積算根拠を明らかにする資料を必ず添付して

く ださい。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※各経費の計上に当たっては、算定の考え方や根拠等を明らかにする資料を必ず添付

してください。 

 

（２）従事する職員の最低賃金水準額 

「その他経費」の内訳について 

事務管理経費 

本社(本部)等による施設支援に係る、 人件費等、 会議費、 出張

費等 

運営費 

本社(本部)等による施設支援に係るシステム維持管理費、 賃借

料、 光熱水費、 リース料等 

租税公課 

指定管理者が納付すべき消費税や事業所税 等 
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指定管理者は、本施設に配置される職員（ 再委託及び人材派遣会社により 配置する

職員を含む。） の最低賃金水準額を遵守してく ださい。最低賃金水準額は、「 港区が発

注する契約に係る業務に従事する労働者等の労働環境確保の促進に関する要綱」 で

定める金額と同額です。  

令和８ 年度 

職種 時間単価（ 円）  職種 時間単価（ 円）  

一般事務 １ ， ５ ７ ０  看護師 ２ ， ０ ０ ０  

保育士 １ ， ７ ４ ０  保健師 ２ ， ０ ０ ０  

一般作業 １ ， ５ ７ ０  栄養士 ２ ， ０ ０ ０  

給食調理 １ ， ５ ７ ０  検査技師 ２ ， ５ ３ ０  

心理判定員 ２ ， ５ ３ ０  歯科衛生士 ２ ， ５ ３ ０  

理学・ 作業療法士 ２ ， ５ ３ ０  診療放射線技師 ２ ， ５ ３ ０  

その他職種 １ ， ５ ７ ０  

 

最低賃金水準額は、 毎年度見直します。 また、 最低賃金法（ 昭和 34 年法律第 137

号）に基づく 地域別最低賃金額が最低賃金水準額を上回ったときは、地域別最低賃金

額を最低賃金水準額とします。  

※最低賃金水準額の根拠となる法令等は、今後、港区における公契約に関する例規

等に変更になる可能性があり ます。変更になった場合は、別途お知らせいたします。  

 

（３）備品購入の取扱い 

１ 点予定価格５ 万円（ 税込） を超える備品については、区が必要と認めた場合に限

り 、 区が購入し、 無償で貸与します。 備品の管理は指定管理者の責務とします。  

 

（４）収入 

園の保育料は、 区の収入となり ます。  

管理運営業務は、 原則として区からの指定管理料で措置します。  

なお、事業実施に要する経費のう ち、参加者個人に直接かかる経費（ 材料費など）

は区の考え方に基づいて徴収できます。その他については、区と指定管理者が協議の

上決定します。  

 

（ ５）キャッシュレス決済の推進  

区は、 PayPay 株式会社が提供する二次元コード 決済である「 PayPay」 を全ての区

有施設等の窓口で利用可能な決済サービスとするとともに、 一定以上の収納件数が

見込まれる場合はマルチ決済端末（ クレジッ ト カード 、電子マネー、二次元コード ）

を配備しています。   
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指定管理者は、項番Ⅱ４（ ４ ） の収入を利用者から直接収納する場合、区と協議の

上、 キャッ シュレス決済の導入に向けた必要な対応をお願いします。 キャッ シュレ

ス決済に係る費用負担の考え方は下表のとおり です。   

  
収納内容  月額利用料、決済手数料等の負担者  

使用料又は利用料金を収納する場合  
区  

（ 指定管理料で措置）   基本事業や提案事業において  

参加者に直接かかる経費を収納する場合  

自主事業において  

参加者に直接かかる経費を収納する場合  
指定管理者  

 

（６）損害賠償保険  

施設運営にあたり 、 指定管理者が業務を行う に当たって施設に損害が生じた場合

に対応する「 施設賠償責任保険」 と施設利用者等に損害が生じた場合の損害賠償額

を担保するための「 第三者賠償保険」 に必ず加入します。   

指定管理者が加入すべき保険の補償額の最低水準は、 「 特別区自治体総合賠償責

任保険制度」 で定める金額とします。   

 

（７）消費税及び事業所税  

  ア 消費税  

    消費税法第２ 条第１ 項第８ 号において、 課税対象となる「 資産の譲渡等」 につ

いて、 「 事業として対価を得て行われる資産の譲渡及び貸付け並びに役務の提供

をいう 」 と規定されていることから、 指定管理料は、 原則として、 その全額が消

費税の課税対象となり ます。 なお、 社会福祉施設等、 公の施設の種類と内容によ

って非課税として取り 扱われる場合もあり ます。   

  イ 事業所税  

      利用料金制を採用している公の施設で指定管理者が事業主体とみなされる場合

は、 事業所税の課税対象となる可能性があり ます。 なお、 各施設・ 各指定管理者

の具体的な判定については、 管轄する都税事務所に確認願います。   

 

（８）消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）への対応 

   令和５ 年１ ０ 月から導入された消費税の適格請求書等保存方式（ インボイス制度）

において、利用料金等の収受に際し、登録番号、適用税率、消費税額等を記載した適

格請求書（ インボイス） の利用者への交付が想定されます。指定管理者においては、

インボイスの事業者登録をはじめ、 必要な対応をお願いします。  
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（９）銀行口座の開設 

 本業務の実施に係る支出及び収入を適切に管理するため、 本業務に固有の銀行口

座を開設し、 適切な運用を図るものとします。  

 

（10） その他 

その他、本要項に定めのない事項については、区と指定管理者が協議の上決定し、

協定書により 定めます。  
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Ⅲ  選定手続 

１  公募の手続・手順  

（１）申請者の資格 

地方自治法第２ ４ ４ 条の２ 第３ 項に規定する法人その他の団体で、 次のアからカ

の全てに該当する者とします。  

ア 令和８ 年２ 月現在、 認可保育園、 港区保育室または認可保育所（ 東京都認証保

育所事業要綱に適合した施設） の運営実績を有する者 

イ 認定こども園の運営に熱意を持ち、 施設の効用を最大限に発揮するとともに効

率的な管理運営を図ることができる者 

ウ 指定期間中、 児童福祉法等関連法令、 東京都保育設置認可基準等を遵守、 安定

して質の高い保育サービス・ 幼児教育を提供する能力を有する者 

エ 区の児童福祉行政を理解し、 積極的に協力する事業者であること。  

オ 港区議会議員、 区長、 副区長、 教育長並びに地方自治法第１ ８ ０ 条の５ 第１ 項

に規定する委員会の委員及び委員が、 無限責任社員、 取締役、 執行役若しく は監

査役若しく はこれらに準ずべき者、 支配人又は清算人となっていない法人や、 そ

の他の団体。 区が資本金、 基本金その他これらに準ずるものの二分の一以上を出

資している法人その他の団体であって、 区議会議員以外の者が役員等となってい

るものは可とする。  

カ 団体又はその代表者が以下のいずれにも該当しないこと。  

（ ア） 地方自治法施行令第１ ６ ７ 条の４ 第２ 項及び第１ ６ ７ 条の５ 第１ 項（ 同項を

準用する場合を含む。） の規定により 港区における一般競争入札等の参加を制

限されている者 

（ イ） 経営不振の状態（ 会社更生法（ 平成１ ４ 年法律第１ ５ ４ 号） 第１ ７ 条第１ 項

に基づき更正手続開始の申立てをしたとき、 民事再生法（ 平成１ １ 年法律第２

２ ５ 号） 第２ １ 条第１ 項に基づき再生手続開始の申立てをしたとき、 手形又は

小切手が不渡り になったとき等。） にある者。  

（ ウ） 国税又は地方税を滞納している者 

（ エ） 指定管理者の指定の取消し（ 法人格の変更等に伴う 指定の取消しを除く 。）

を受けてから２ 年間が経過していない者 

（ オ） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２ 条に掲げる暴力団、 又

は暴力団若しく はその構成員でなく なった日から５ 年を経過していない者の統

制下にある団体又は特殊知能暴力集団、 準暴力団その他の犯罪集団に該当しな

い団体 

 

（２）複数の団体による共同申請 

ア 複数の団体で共同事業体を結成の上、 申請することも可能です。 その場合は、
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申請時までに共同事業体を結成し、 適切な名称を設定の上、 代表団体（ 他の団体

は構成団体とします。） を定めてく ださい。 共同事業体のすべての団体が上記

（ １ ） 申請者の資格（ 構成団体はアを除く 。） に該当することが必要です。  

イ 共同事業体で、 法人等を設立する場合は、 指定管理者の指定の議決までに、 法

人登記事項証明書又はそれに代わる書類等を提出してく ださい。  

ウ 当該共同事業体の代表団体及び構成団体は、 本公募において別の共同事業体又

は単独により 申請することはできません。  

エ 代表団体及び構成団体の変更は原則として認めません。 ただし、 区が業務遂行

上の支障がないと判断した場合に限り 、 変更できるものとします。  

 

（３）公募の日程 

公募要項発表 令和８ 年２ 月１ ６ 日（ 月）  

公募説明会・ 現地見学会 令和８ 年２ 月２ ４ 日（ 火）  

質疑受付 
令和８ 年２ 月１ ６ 日（ 月） から 

令和８ 年２ 月２ ７ 日（ 金） まで 

質疑回答 令和８ 年３ 月１ ３ 日（ 金）  

申請書類の受付 

（ ※事前予約が必要です。 ）  

令和８ 年２ 月１ ６ 日（ 月） から 

令和８ 年５ 月２ ２ 日（ 金） まで 

第一次審査（ 書類審査）  令和８ 年６ 月中旬予定 

第二次審査（ ﾌ゚ ﾚｾ゙ ﾝﾃー ｼｮﾝ）   令和８ 年７ 月上旬予定 

指定管理者候補者選定 令和８ 年８ 月上旬予定 

指定管理者の指定 令和８ 年１ ０ 月下旬予定 

 
（４）公募説明会及び現地見学会 

ア 公募説明会 

（ ア） 日時    令和８ 年２ 月２ ４ 日（ 火） 午後１ 時から 

（ イ） 場所    芝浦港南地区総合支所（ 港区芝浦一丁目１ ６ 番１ 号）  

イ 現地見学会 

（ ア） 日時    令和８ 年２ 月２ ４ 日（ 火） 午後２ 時３ ０ 分から 

（ 説明会と同日）  

（ イ） 場所    港区立芝浦アイランド こども園（ 港区芝浦四丁目２ ０ 番１ 号）  

※午後２ 時２ ０ 分までに現地へお集まり く ださい。  

ウ 参加申込 

参加申込書を令和８ 年２ 月２ ０ 日（ 金） 正午までに、 下記の提出先へメ ールで 

送信してく ださい。 送信未達を防ぐため、 送信後に電話にてご連絡をお願いしま
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す。  

（ ア） 提出先 

   港区芝浦一丁目１ ６ 番１ 号 みなとパーク芝浦１ 階 

港区芝浦港南地区総合支所管理課 （ 担当） 松川・ 北野 

Ｔ Ｅ Ｌ ： ０ ３ －６ ４ ０ ０ －０ ０ ３ ３   

E-mai l :  mi nato52@ci ty. mi nato. tokyo. j p 

  （ イ） 注意事項 

・ 会場の都合上、 １ 者２ 名まででお願いします。  

・ 見学会では、 原則利用者が使用している部分の写真撮影はできません。  

・ みなとパーク芝浦の地下駐車場を使う ことはできますが、 料金がかかり ま

す。 詳細は港区ホームページをご覧く ださい。  

 

（５）申請手続 
応募を希望する事業者は、 下記の申請書類を提出してく ださい。  

提 出 書 類 様式 
提出部数 

正本 副本① 副本② 

① 

指定管理者指定申請書 様式１  １ 部 １ 部 ― 

※共同事業体の場合は次の様式も提出してく ださい。  

[Ａ ]共同事業体構成書 様式Ａ  １ 部 １ 部 ７ 部 

[Ｂ]共同事業体協定書兼委任状 様式Ｂ １ 部 ― ― 

[Ｃ ]宣誓書 様式Ｃ  １ 部 ― ― 

[Ｄ ]安定運営の取組 様式Ｄ １ 部 １ 部 ７ 部 

② 宣誓書 様式２  １ 部 ― ― 

③ 事業者の概要 様式３  １ 部 １ 部 ７ 部 

④ 
定款、 寄附行為又はこれに類するもの 

※最新のもの 
－ １ 部 １ 部 ― 

⑤ 
法人の登記事項証明書（ 全部事項証明書）  

※申請日前３ か月以内に発行されたもの 
－ １ 部 １ 部 ― 

⑥ 
印鑑証明書 

※申請日前３ か月以内に発行されたもの 
－ １ 部 １ 部 ― 

⑦ 
預金残高証明書 

※最新の決算期末日現在のもの 
－ １ 部 １ 部 ― 

⑧ 

決算書類等 

※直近の決算期３ 期分に係るもの 

 

様式自由 １ 部 １ 部 ― 
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書類例 

［ 株式会社］  

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、

個別注記表、事業報告、付属明細書、連結財務諸

表（ 該当する団体のみ）  

［ 社会福祉法人］  

資金収支計画書、 事業活動計算書、 貸借対照表、

計算書類の注記、事業報告、付属明細書、財産目

録 

［ ＮＰ Ｏ法人］  

活動計算書、貸借対照表、計算書類の注記、財産

目録、 事業報告書 

⑨ 

監査報告書 

※直近の決算期３ 期分に係るもの 

※会計監査人（ 公認会計士又は監査法人） の監査

を受けている場合には、会計監査人の監査報告

書も提出 

様式自由 １ 部 １ 部 ― 

⑩ 

事業計画書及び収支予算書 

※公益法人等、法令で作成が義務付けられている

団体のみ提出 

※申請日に属する事業年度のもの 

様式自由 １ 部 １ 部 ― 

⑪ 

法人税、消費税、法人事業税、地方消費税の納税

証明書 

※直近の決算期２ 期分に係るもの 

－ １ 部 １ 部 ― 

⑫ 担保提供資産について 様式４  １ 部 １ 部 ― 

⑬ 債務の保証について 様式５  １ 部 １ 部 ― 

⑭ 類似施設の管理運営実績について 様式６ -１  

様式６ -２  
１ 部 ― ７ 部 

⑮ 団体の事業概要（ パンフレッ ト 等）  様式自由 １ 部 ― ７ 部 

⑯ 情報セキュリ ティ 確認チェ ッ クシート  様式７  １ 部 ― ７ 部 

⑰ 労働環境チェ ッ クシート  様式８  １ 部 ― ７ 部 

 

（６）計画書類の提出  

申請者は、 下記の計画書類を提出してく ださい。  

№ 提出書類 様式 
提出部数 

正本 副本① 副本② 
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法人等の団体に関する書類 

① 計画書類等提出書 様式９  １ 部 １ 部 ７ 部 

② 
資金・ 収支計画書 

（ 令和９ 年度から令和１ ８ 年度まで）  
様式10 １ 部 １ 部 ７ 部 

③ 
受託経費見積書 

（ 令和９ 年度分）  
様式11 １ 部 １ 部 ７ 部 

④ 

給与・ 報酬・ 賃金等に関する規程 

※最新のもの 

※人件費の積算内訳の根拠となるもの 

様式自由 １ 部 １ 部 ７ 部 

事業運営に関する書類 

⑤ 法人の教育・ 保育理念、 基本方針及び事業計画 様式12 １ 部 ― ７ 部 

⑥ 

教育・ 保育目標、全体計画、個別計画及び指導計

画の考え方 

（ 保育所保育指針を踏まえた小学校への円滑な

接続を含む）  

様式13 １ 部 ― ７ 部 

⑦ 

特別保育事業に関する取組や考え方 

（ a. 延長保育 b. 一時保育 c. 休日保育 d. 年末

保育）  

様式14 １ 部 ― ７ 部 

⑧ 
こども園の運営に対する取組や考え方（ 大規模

園としての取組や考え方）  
様式15 １ 部 ― ７ 部 

⑨ 
食事の提供についての取組や考え方（ 子どもの

発達に合わせた食事の提供・ 食育の推進等）  
様式16 １ 部 ― ７ 部 

⑩ 

保護者と の関わり についての取組や考え方（ 子

育て相談、苦情解決・ サービス向上の取組及び利

用者の意見を反映し た仕組みに関すること を含

む）  

様式17 １ 部 ― ７ 部 

⑪ 
障害や外国籍、 性的マイノ リ ティ 等特別な支援

や配慮が必要な子どもへの取組や考え方 
様式18 １ 部 ― ７ 部 

⑫ 

子ども自身の悩み・ ト ラブルへの対応や子ども

の人権に配慮し た事業運営について（ 園や家庭

における虐待、強要、差別等の防止・ 早期発見な

ど）  

様式19 １ 部 ― ７ 部 
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⑬ 

地域特性を踏まえた児童の健全育成に対する取

組（ 地域全体の児童へのアプローチや園庭開放・

保育園であそぼう 等に関する提案等を含む）  

様式20 １ 部 ― ７ 部 

⑭ 
地元町会・ 自治会や近隣住民、関係機関等との連

携・ 交流 
様式21 １ 部 ― ７ 部 

⑮ 
提案事業計画・ 自主事業計画 

（ 公募要項P５ （ ２ ）（ ３ ） について）  
様式22 １ 部 ― ７ 部 

⑯ 

指定管理者変更時の業務引継について 

※引継ぎを行う 場合、 引継ぎを受ける場合の両

方を記載してく ださい。 また、 主な引継ぎ項

目とその引継ぎに要する期間（ 目安） も記載

してく ださい。  

様式23 １ 部 ― ７ 部 

管理運営体制に関する書類 

⑰ 

職員の配置 

・ 港区が定める「 指定管理施設雇用区分確認表」

に基づき作成してく ださい。  

様式24-1 １ 部 ― ７ 部 

・ 資格、賃金体系表、職員の経験年数に関する資

料を添付してく ださい。  
様式自由 １ 部 ― ７ 部 

・ 職員ローテーショ ン表 

（ 雇用区分別 a. 月～金曜 b. 土曜 c. 日

曜・ 祝日）  

様式24-2 １ 部 ― ７ 部 

⑱ 
園長候補者及び副園長候補者２ 名の経歴・ 役割

分担 

様式25 

①～⑤ 
１ 部 ― ７ 部 

⑲ 

人材確保・ 職員採用について 

① 人材確保・ 職員採用（ 採用資格、 実務経験、

雇用形態、 賃金等） について 

② 職員の欠勤・ 欠員時の対応や補充の流れにつ

いて（ 業務担当者が事故や育児・ 介護休業、

短時間勤務等により 不在と なった場合に担

当者と同等の人員を配置するなど、事業の継

続性を担保する本社の支援体制）  

様式26 １ 部 ― ７ 部 
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⑳ 

人材育成（ 研修）、 職員の定着について 

① 職員の人材育成について（ 研修体制・ 期間・

内容の具体的な提案、倫理教育、職員間にお

ける連携・ 協力のための取組、その他独自の

取組）  

② 職員の定着のための考え方や取組（ ハラスメ

ント などのない職員の働きやすい職場環境

づく り の考え方や取組及びキャリ アアッ プ

内容を含む）  

様式27 １ 部 ― ７ 部 

㉑ 

マニュアルの整備 

・ マニュアルの一覧 
様式28 １ 部 ― ７ 部 

・ マニュアル本文 

※計画書類の綴り と は別のファ イルで提出し

てく ださい。  

― １ 部 ― ７ 部 

㉒ 
芝浦アイランド 児童高齢者交流プラザと の効率

的・ 効果的な連携・ 交流についての具体的提案 
様式29 １ 部 ― ７ 部 

㉓ 

再委託を予定している業務 

a. 委託内容 b. 委託を行う 理由 

c. 委託予定金額 

d. 委託予定先・ 所在地及び選定理由 

※区内中小企業やシルバー人材センタ ーなどを

積極的に活用してく ださい。  

様式30 １ 部 ― ７ 部 

安全対策・危機管理に関する書類 

㉔ 

乳幼児の活動中（ 施設内・ 戸外） の安全対策・ 危

機管理体制の取組について（ 設備の適切な維持

管理等含む）  

様式31 １ 部 ― ７ 部 

㉕ 
健康・ 衛生管理（ 保健計画、児童の健康管理、疾

病、 感染症等の対応、 施設の衛生管理等）  
様式32 １ 部 ― ７ 部 

㉖ 
食事提供時の安全への取組（ アレルギー対応、誤

食・ 食中毒予防等の取組）  
様式33 １ 部 ― ７ 部 

㉗ 
情報セキュリ ティ 及び個人情報保護に関する考

え方と具体的な取組（ 職員への研修体制等含む） 
様式34 １ 部 ― ７ 部 

その他 

㉘ 
区内中小企業の活用、 シルバー人材センタ ー活

用等の高齢者の雇用促進に向けた取組 
様式35 １ 部 ― ７ 部 
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㉙ 

今後の障害者法定雇用率の達成見込みと 障害者

の雇用促進に向けた取組 

※次期指定期間における団体の障害者法定雇用

率の達成見込みと 達成に向けた取組、 本施設に

おける障害者の雇用や障害者就労施設等の雇用

促進に向けた取組について記載してく ださい。  

様式36 １ 部 ― ７ 部 

 
（７）提出書類に関する留意事項 

ア 申請書類、 計画書類提出後の内容変更は、 提出締切日まで受け付けます。  

イ 上記のほか、 区が必要とする書類の提出を求めることや、 ヒアリ ングを実施す

る場合があり ます。  

ウ 申請書類等の著作権は、 作成した団体に帰属します。 ただし、 提出された応募

書類は返却できません。 区の責任において一定期間保管後、 破棄します。  

エ 提出書類の文字フォント は可能な限り ＵＤＦ （ 本文についてはＢＩ Ｚ  ＵＤ 

明朝 Ｍｅ ｄ ｉ ｕ ｍ、 見出し（ 項目） についてはＢＩ Ｚ  ＵＤ ゴシッ ク）、 １

１ ポイント を使用し、 Ａ ４ 判タテ１ 枚（ 両面可） 以内で作成（ 所定様式が定めら

れているもの、 パンフレッ ト 類を除く ） し、 ファイルに左綴じにしてく ださい。

なお、 ㉑のマニュアル本文は、 計画書類のファイルとは別のファイルに綴り 、 フ

ァイル表紙と背表紙に「 ㉑様式28 関連 マニュアル本文」 とそれぞれ正本、 副

本②を記入の上、 提出してく ださい。 この場合、 資料の右上に資料番号を振り 、

目次とページを付してく ださい。  

オ ファイルの表紙と背表紙には「 港区立芝浦アイランド こども園指定管理者申込

書類一式」 と記入、 正本、 副本①、 副本②をそれぞれ表示し、 ファ イルのはじめ

に提出書類一覧表を目次として綴じてく ださい。 正本のみ、 法人名を明記したシ

ールを貼付してく ださい。 また、 申請書類には、 前記（ ５ ） の見出しを、 計画書

類には前記（ ６ ） の見出しをインデッ クスでつけ、 見出し毎に通し番号のページ

を付してく ださい。  

カ 副本①は正本をそのまま複写、 副本②は法人名など応募事業者が特定できる部

分をマスキング（ 黒塗り ） のう え、 提出してく ださい。  

キ 上記のほか、 電子媒体（ Ｃ Ｄ－Ｒ） に正本及び副本①②を入力したものを１ 部

提出してく ださい。  

ク 区は、 指定管理者の選考結果及び提案内容等を公表する場合等、 区が必要と認

めるときは、 無償で提出書類の全部又は一部を使用できるものとします。  

ただし、 公開することにより 応募者に明らかに不利益を与えると認められる書

類については公表しません。  

ケ 提出書類に虚偽の記載があった場合は、 失格とします。  
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（８）応募に関する留意事項 
ア 選考委員会委員等との接触について 

本要項に定める手続き以外の手法により 、 選考委員又は関係者に本選考に対す

る助言等を直接または間接的に求めた場合は、 失格となる場合があり ます。  

イ 応募の辞退について 

応募書類を提出した後、辞退する場合は、辞退届（ 様式自由） を提出してく ださ

い。  

ウ 費用の負担について 

提案や指定後の協議に対しての参加報酬・ 交通費及び受託のための準備等にか

かる経費は、 応募者の負担とします。  

エ 共同事業体による応募の構成団体の変更について 

共同事業体による応募の場合、 代表団体及び構成団体の変更は原則として認め

ません。  

 

（９）質疑の受付及び回答 
ア 質問書の受付 

所定の質問書に必要事項を記入し、 下記の提出先に、 メ ールで送信してく ださ

い。 送信未達を防ぐため、 事後に電話にて連絡をお願いいたします。 これ以外で

の方法（ 持参、 郵送、 電話、 口頭等） 又は、 期間を過ぎたものは受け付けませ

ん。  

  （ ア） 質疑受付期間 令和８ 年２ 月１ ６ 日（ 月） ～令和８ 年２ 月２ ７ 日（ 金）  

            平日午前９ 時から午後５ 時まで 

  （ イ） 提出先    港区芝浦港南地区総合支所管理課 （ 担当） 松川・ 北野 

            電話： ０ ３ （ ６ ４ ０ ０ ） ０ ０ ３ ３  

            E-mai l ： mi nato52@ci ty. mi nato. tokyo. j p 

イ 質問回答 

令和８ 年３ 月１ ３ 日（ 金） を目途に、全ての質疑に対する回答書をメ ールで送信

し、 港区ホームページでも公表します。 なお、 回答の際は、 質問をした団体名は

公表しません。  

この回答書は、本要項と一体のものとして、要項と同様の効力を有します。なお、

意見の表明と解されるものや質疑の内容（ 質問内容が不明瞭なもの） によっては

回答しないことがあり ます。  

 

（10）申請書類の受付 
   申請を希望する法人又は団体は、 次により 申請してく ださい。  

区にこれらの書類を提出した事業者を申請者とします。  
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  ア 提出期間 令和８ 年２ 月１ ６ 日（ 月） から令和８ 年５ 月２ ２ 日（ 金） まで 

平日の午前９ 時から午後５ 時まで 

※ 申請書類の提出に際しては、事前に下記に連絡の上、指定された

日時に来所願います。  

※ 申請書類は郵送でも受付可能ですが、 提出期限日までの必着と

します。（ 郵便事故等であっても、 期限日までに届いていない場

合は、受付できません。到達確認の可能な方法で送付するか、以

下提出先まで電話にて到達確認を行う など、 期限日までに確実

に届く 方法で送付してく ださい。）  

※ 申請書類提出後の内容変更は、 提出期限まで受け付けます。  

  イ 提出先  港区芝浦一丁目１ ６ 番１ 号 みなとパーク芝浦１ 階 

港区芝浦港南地区総合支所管理課 （ 担当） 松川・ 北野 

電話： ０ ３ （ ６ ４ ０ ０ ） ０ ０ ３ ３  

 

２ 指定管理者候補者の選考・選定  
（１）指定管理者候補者の選考 

ア 指定管理者候補者は、「 港区立芝浦アイランド こども園指定管理者候補者選考

委員会（ 以下「 選考委員会」 という 。）」 において選考します。  

イ 審査方法は、 応募者から提出された書類による第一次審査と、 第一次審査通過

者に対するプレゼンテーショ ン等を含めた第二次審査を予定しています。  

ウ 審査の過程において、 選考委員による事業所の視察を行う こともあり ます。  

エ 審査の結果、 ふさわしい候補者がいない場合、 選考しない場合があり ます。  

オ 指定管理者候補者として選考された事業者は、 辞退することはできません。  

 

（２）指定管理者候補者の選定 
ア 選考委員会が選考した指定管理者候補者について、 全庁的な視点から港区指定  

管理者選定委員会で審議したう えで、 区として指定管理者候補者を選定します。  

イ 指定管理者として指定されるまでの間に候補者に事故のあるときは、 選定され

なかった応募者のう ちから新たに候補者を選定することがあり ます。  

ウ 指定管理者の指定は、 港区議会での議決を経て行います。  

 

（３）基本的な選考基準  
ア 安定的な経営基盤を有していること。  

（ 公認会計士による財務状況分析を実施します。）  

イ 業務の実績について 

    類似施設の管理運営実績 

ウ 事業運営について 
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（ ア） 法人の教育・ 保育理念、 基本方針及び事業計画 

（ イ） 教育・ 保育目標、 全体計画、 個別計画及び指導計画の考え方（ 保育所保育指

針を踏まえた小学校への円滑な接続を含む）  

（ ウ） 特別保育事業に関する取組や考え方 

（ エ） こども園の運営に対する取組や考え方 

（ オ） 食事の提供の取組や考え方 

（ カ） 保護者との関わり に関する取組や考え方 

（ キ） 障害や外国籍、 性的マイノ リ ティ 等特別な支援や配慮が必要な子どもへの取

組や考え方 

（ ク） 子ども自身の悩み・ ト ラブルへの対応・ 人権に配慮した事業運営に関する取

組や考え方 

（ ケ） 地域特性を踏まえた児童の健全育成に対する取組 

（ コ） 地元町会・ 自治会や近隣住民、 関係機関等との連携・ 交流 

（ サ） 提案事業計画・ 自主事業計画（ 公募要項P. ５ （ ２ ） 提案事業、（ ３ ） 自主事   

  業について）  

（ シ） 指定管理者変更時の業務引継計画 

エ 管理運営体制について 

（ ア） 職員の配置（ 正規、 正規以外、 常勤、 非常勤職員の人数、 資格、 経験年数、

賃金体系）  

（ イ） 園長及び副園長２ 名の経歴・ 役割分担 

（ ウ） 人材確保・ 職員採用に対する取組・ 考え方 

（ エ） 人材育成（ 研修）、 職員の定着に対する取組・ 考え方 

（ オ） マニュアルの整備 

（ カ） 港区立芝浦アイランド 児童高齢者交流プラザとの効率的・ 効果的な連携・ 交

流についての具体的提案 

オ 安全対策・ 危機管理について 

（ ア） 安全対策及び危機管理体制 

（ イ） 健康・ 衛生管理（ 保健計画、 児童の健康管理、 疾病、 感染症等の対応、 施設

の衛生管理等）  

（ ウ） 食事提供時の安全への取組 

（ エ） 情報セキュリ ティ 及び個人情報保護に関する考え方と具体的な取組 

カ 資金・ 収支計画及び受託経費について 

キ 区内中小企業の活用、 シルバー人材センター活用等の高齢者の雇用促進につい

ての考え方と具体的取組 

ク 障害者法定雇用率の達成見込みと障害者の雇用促進に向けた具体的取組 

ケ 総合評価 
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（４）審査結果の通知 
   審査結果は、 第一次審査、 第二次審査ともに応募者全員に文書で通知します。  

 

（５）第二次審査用資料の提出 
   第一次審査通過者は、 第二次審査におけるプレゼンテーショ ン用資料の提出を求

める場合があり ます。 詳細は、 第一次審査通過者に連絡します。  

 

Ⅳ 決定後の手続 

１ 基本協定書・年度協定書  
（１）協定の締結 

区議会の議決を経た後、指定管理者として指定し、区は指定管理者と協定を締結し

ます。  

   締結する協定書は、 指定期間を通した包括的な施設の管理・ 運営に関する基本的

事項を規定する基本協定書と、年度ごとの管理・ 運営業務や指定管理料に関する事項

を規定する年度協定書の２ 種類です。  

 

（２）基本協定書の主な事項 
ア 指定期間 

イ 業務の範囲 

ウ 施設の運営 

エ 施設の維持管理 

オ 区が支払う べき経費 

カ 保険の加入 

キ 自主事業（ ※自主事業がある場合）  

ク 区と指定管理者の役割分担 

ケ 業務の再委託 

コ 事業計画書、 事業報告書等の提出 

サ 業務の引継ぎ 

シ 利用者アンケート 実施 

ス モニタリ ング 

セ 第三者評価 

ソ 緊急時の対応 

タ 環境への配慮 

チ 管理運営業務を行う に当たって保有する個人情報の保護及び関係書類の整

理・ 保管 
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ツ 情報セキュリ ティ  

テ 指定の取消し及び管理業務の停止 

ト  損害賠償 

ナ 権利義務の譲渡の禁止 

二 目的外使用の禁止 

ヌ 施設・ 設備等の原状回復 

ネ 区と指定管理者の管理責任の分担 

ノ  その他区長が必要と認める事項 

 

（３）年度協定書の主な事項 
ア 目的 

イ 協定の期間 

ウ 指定管理料の額 

エ 指定管理料の支払 

オ 指定管理料の清算 

カ 協議 

 

２ 事業計画書及び収支予算書の作成 

（１）事業計画書及び収支予算書の作成 
年間の事業計画書及び収入・ 支出の概算予定書の提出等 

（２）事業報告書及び収支決算書の作成 
区が指示する事業報告書の提出（ 毎月の施設利用実績、施設の維持管理業務の実績

等）、 収支決算書の提出等 

 

３ 業務の引継ぎ等 
指定管理者は、 指定期間開始前の期間内に６ か月を上限とし て準備業務を行う も

のとします。 特に利用者にとって円滑に新たな指定管理者への移行を実現するため、

区や関係機関と指定管理者による移行準備を実施してく ださい。  

指定管理者が変更となる場合には、新たな指定管理者は、事業者が交替することに

より 、 利用者に不安や影響を与えないよう 、 入念な引継ぎに努めてく ださい。  

引継ぎ等に係る経費は、区が経費を負担する項目（ 利用者・ 入所者の個人情報に関

する引継ぎなど、指定期間開始前の一定の期間、当該施設で直接引継ぎを行う 必要が

あるもの） を除き、 新たな指定管理者が負担します。  

なお、区が経費を負担する項目に係る引継ぎについては、令和８ 年１ ０ 月から実施

し、 本業務については別途委託契約を締結します。  

指定期間終了時又は指定の取消しによって管理運営業務が終了する際は、 次期指
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定管理者が円滑かつ支障なく 業務を遂行できるよう 引継業務を実施してく ださい。  

 

  ※労働環境確保策の一環としての雇用継続の要請について 

 新たに指定管理者となる事業者は、 当該指定管理の協定締結前から当該業務に従

事していた職員のう ち希望する労働者について、 新たに指定管理の協定を締結する

事業者による継続雇用をお願いします。  

 

４ 情報の公表 

（１）応募書類等 
公募時に提出された書類は、理由を問わず返却しません。申請書類、計画書類等の

著作権は、 申請者に帰属します。  

ただし、区は公表等する場合には、申請書類、計画書類等の内容を無償で使用でき

るものとします。  

なお、申請書類、計画書類等は、港区情報公開条例の規定による開示請求の対象と

なり ます。  

 

（２）選考・選定過程の情報 
指定管理者候補者の選考過程に関する情報（ 応募書類、選考委員会報告書、公募時

質問項目、選考委員会選定調書、選考委員会会議録・ 選定委員会会議録等） は、原則

公表します。 なお、 事業者名については、 決定事業者のみ公表の対象とします。  

 

（３）指定管理業務に関する情報 
基本協定書、年度協定書、事業計画書等の事業運営に係る書類、第三者評価及び労

働環境モニタリ ングの結果等、 指定管理業務に関する情報は原則公表します。  

 

５ モニタリング等の実施  

（１）モニタリングの実施 
指定管理者は、毎月の業務実績等の報告書を定められた期日までに提出し、区へ報

告します。区は報告に基づき施設の運営状況等を確認します。また、指定管理者に対

する月次モニタリ ングとして、チェ ッ クシート 等を活用し、施設の運営状況等の把握

に努めます。  

また、指定管理者は、施設利用上の問題等の解決策を検討し、業務を円滑に実施す

るため、 必要に応じて、 情報交換や業務の調整を図る場を設けます。  

このほか、 指定管理者は、 利用者懇談会などを開催し、（ おおむね３ か月に１ 回程

度）、 意見箱の設置等による利用者等の意見・ 要望の聴取等、 利用者ニーズの把握を

行います。  
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区が行う モニタリ ングは、 月次モニタリ ング及び年度終了時モニタリ ング等があ

り 、モニタリ ング等の結果は、指定管理施設検証シート として取り まとめ、ホームペ

ージで公表します。  

 

（２）第三者評価の実施 
区は、指定管理者に対し、原則として指定期間中に３ 回（ ３ 年目、６ 年目、９ 年目）、

第三者評価機関又はこれに類するものによる評価の受審を義務付け、 その結果を業

務運営の改善指導に活用します。第三者評価機関との契約は区が実施します。なお、

福祉施設については、東京都の制度があり 、対象施設については、定められた受審頻

度を遵守してく ださい。  

 

（３）労働環境モニタリングの実施及び賃金給付状況シートの提出 
   区は、公の施設として利用者の安全・ 安心の確保をはじめ、区民・ 利用者サービス

維持・ 向上の観点から、指定期間の２ 年目及び７ 年目に社会保険労務士による労働環

境モニタリ ングを実施します。 社会保険労務士との契約は区が行います。  

   また、 施設で勤務する職員（ 業務の一部を第三者へ再委託をする場合に施設で勤

務する職員についても含みます。） に支給される賃金について、 最低賃金水準額を満

たしているか確認をするため、 職種ごとに最も低額の賃金の支給を受けている職員

に関する賃金状況給付シート の提出が必要となり ます。  

 

（４）監査の実施 
ア 地方自治法第１ ９ ９ 条第７ 項の規定により 、 区長又は監査委員が必要と認める

ときは、 指定管理者が行う 管理業務に係る出納関連の事務について、 監査を行う

ことがあり ます。  

イ 港区では、 公正性、 透明性をより 一層確保するため、 平成１ ３ 年度から外部監

査人（ 公認会計士や弁護士等） による包括外部監査を実施しています。 公の施設

の管理に関する業務に関し、 包括外部監査の対象となる場合があり ます。  

 

６ 指定の取消し等  

（１）改善勧告・改善報告 

区は、モニタリ ング等を通じて、必要に応じて業務改善等を指導しますが、指定管

理者が当該指導に従わない場合や業務の改善が図られない場合は、 地方自治法第２

４ ４ 条の２ 第１ ０ 項の規定に基づき、 直ちに改善措置を講じるよう 勧告することが

できます。勧告がなされた場合、指定管理者は直ちに改善措置を講じ、結果を区に報

告する必要があり ます。  
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（２）指定の取消しと業務の停止 
区は、指定の取消しと業務の停止については、港区立芝浦アイランド こども園条例

第１ ８ 条に定めており 、次のいずれかに該当する場合は、指定の取消し又は業務の停

止を命じることがあり ます。その結果、区に損害・ 損失又は新たに区が負担すること

となる費用が生じたときは、指定管理者がその賠償の責めを負う 場合があり ます。ま

た、当該指定の取消し等が命じられた場合において、指定管理者に損害が生じても、

区はその賠償の責めを負いません。  

ア 指定管理者がⅢの１ の（ １ ） に該当しなく なったとき 

イ 本業務の遂行に際し、 不正行為があったとき。  

ウ 区に対し虚偽の報告をし、 又は正当な理由なく 報告等を拒んだとき。  

エ 指定管理者が区との協定の内容を履行せず、 又はこれらに違反したとき。  

オ 区が行う 施設への調査に応じず、又は虚偽の報告をし、若しく は調査を妨げたと

き。  

カ 調査の結果に基づく 区の改善指示に、 正当な理由なく 従わないとき。  

キ 応募書類の内容に虚偽があることが判明したとき。  

ク 違法行為や非行行為に関与するなど、 当該指定管理者に管理業務を行わせてお

く ことが、 社会通念上不適当と判断されるとき。  

ケ その他指定管理者の責めに帰すべき事由により 、 業務の継続が困難になったと

き。  

コ 指定管理者から協定解除の申出があり 、その理由を合理的なものと認めたとき。 

サ 不可抗力の事由により 、 業務の継続が困難になったとき。  

 

（３）事業の継続が困難となった場合の措置 
ア 事業の継続が困難となり 、 指定が取り 消される場合でも、 次の指定管理者が

円滑かつ支障なく 施設の管理運営業務を遂行できるよう 、 適切な引継ぎを行わ

なければなり ません。  

イ  不可抗力等、 指定管理者の責めに帰すことのできない事由により 事業の継続

が困難となった場合は、 管理継続の可否について協議することとします。  

 

問合せ先 
 

 

 

〒１ ０ ５ －８ ５ １ ６  港区芝浦一丁目１ ６ 番１ 号  

港区芝浦港南地区総合支所管理課 （ 担当） 松川・ 北野 

電話： ０ ３ （ ６ ４ ０ ０ ） ０ ０ ３ ３   

メ ールアド レス： mi nato52@ci ty. mi nato. tokyo. j p 
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芝浦港南地区総合支所管理課 

 

港区立芝浦アイランドこども園における指定管理者及び応募事業者数について 

 

 

№ 指定期間 指定管理者名 応募事業者数 

１  平成１ ９ 年４ 月１ 日～平成２ ４ 年３ 月３ １ 日※１  財団法人東京キリ スト 教青年会※２  
当初１  

再公募４  

２  平成２ ４ 年４ 月１ 日～平成２ ９ 年３ 月３ １ 日※１  公益財団法人東京Ｙ ＭＣ Ａ  ３  

３  平成２ ９ 年４ 月１ 日～令和９ 年３ 月３ １ 日 公益財団法人東京Ｙ ＭＣ Ａ  １  

４  令和９ 年４ 月１ 日～令和１ ９ 年３ 月３ １ 日 公益財団法人東京Ｙ ＭＣ Ａ  １  

※１  港区立芝浦アイ ラ ンド 児童高齢者交流プラ ザと 併せてグループ公募を 実施 

※２  平成２ ３ 年４ 月１ 日から 「 公益財団法人東京Ｙ ＭＣ Ａ 」 に名称を 変更 

令和８ 年９ 月１ ５ 日 資料 No. ２ ０ －２  
保 健 福 祉 常 任 委 員 会 
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